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第 1章序論 

第 1節 研究の背景 

1. 不健康期間の短縮化に向けて	
 

総務省の人口推計調査によると，我が国の高齢化率は 24.1%に到達し，世

界で唯一の超高齢社会国家1となった（総務省, 2012）．今後も高齢化率は上昇し，2060

年に高齢化率は 39.9%（約 2.5人に 1人が 65歳以上の高齢者）となることが推計さ

れている（国立社会保障・人口問題研究所, 2011）．高齢化率が急激に増加している

社会的背景には，合計特殊出生率の急激な低下と医療の発展による平均余命の延伸

がある（厚生労働省, 2006）．合計特殊出生率は，第 1次ベビーブーム（1945年）で

は 4.5%以上の高い水準を記録していたが，2012年には 1.4%まで低下した．その一

方で，平均寿命は，1947 年では男性 50.1 歳，女性 54.0 歳であったのに対し，2012

年には男性 79.4歳，女性 85.9歳まで飛躍的に延伸した（厚生労働省, 2012）． 

平均寿命の延伸に伴い，不健康期間（平均寿命から健康寿命2を減算した期

間）もここ 10 年で増加し，2010 年における不健康期間は，男性で 9.2 年，女性で

12.8 年と平均寿命の 10%以上の期間を占めている（厚生労働科学研究班, 2012）

（figure 1-1）．したがって，今まさに着手すべき課題は，平均寿命の延伸とともに不

健康期間への移行を先送りできるような健康目標を掲げ，不健康期間の短縮化に向

                                            
1 高齢化率が 21%を超えた国家を指す．高齢化率 21%を超えた国家は，現在のところ我が国のみで
ある（次いでイタリア共和国が 20.4%）． 
2 ある健康状態で生活することが期待される平均期間またはその指標の総称を指す．健康寿命の概
念は，「日常生活に制限のない期間の平均」，「自分が健康であると自覚している期間の平均」，「日常

生活動作が自立している期間の平均」によって規定されており，すべて自己申告によって評価され

る． 
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けた施策を展開することである． 

 
Figure 1-1. 平均寿命と健康寿命，不健康期間の推移． 
注）図は厚生労働省科学研究班（健康寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関す

る研究, 2012）のデータから著者が引用・作成． 

 

2. 高齢期に掲げる健康目標とその関連要因 

高齢者は，他の年台と比較して，高血圧症や狭心症，関節リウマチ，変形

性関節症など，何らかの疾患を有している場合が多く，有訴者率3は 49.6%と，全高

齢者の約半数を占める（厚生労働省，2007）．しかし，有訴者の多くは，疾患に対す

る自覚症状を有していても，日常生活に支障を来しているわけでない（内閣府，2009）

（figure 1-2）．すなわち高齢期における健康目標は，単に疾患がないことや余命の延

伸にとどまらず，疾患を保持していても，生活機能を維持することであろう（田中

ら, 2004）． 

                                            
3 ここ数日，病気や怪我等で自覚症状のあると回答した者． 
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Figure 1-2. 高齢者の有訴者率と日常生活に影響のある者の割合. 
注）図は厚生労働省「平成 19年度国民生活基礎調査」のデータより，著者が引用・作成． 

有訴者: ここ数日，病気や怪我等で自覚症状があると回答した者. 

日常生活に影響のある者: 健康上の問題で，日常生活に影響があると回答した者． 

 

高齢期における生活機能の低下には，人口統計学的要因，身体的要因，心

理的要因，そして生活習慣要因が関連している（新開ら, 2009; Ishizaki et al., 2000; 神

宮ら, 2003）．生活習慣は，日常生活から変容可能な要因であるため，高齢者本人に

対する運動や栄養，睡眠，口腔機能に着目した研究や健康支援策が積極的に展開さ

れてきた（熊谷ら, 2003; 衣笠ら, 2005; 清野ら, 2008; 厚生労働省, 2009）．とりわけ

定期的な運動実践が，生活機能の基盤である日常生活動作に及ぼす有効性は高く

（Daniels et al., 2008），多種多様な運動（有酸素性運動やレジスタンス運動，バラン

ス運動，柔軟性運動）を実践することで，日常生活動作が向上する可能性が多くの

先行研究から示されている（Liu and Latham, 2009）．  

49.6 

22.6 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

50.0 

60.0 

	
�� ���
��������

�%��



 
第 1章 
序論 

 5 

3. 高齢者のための運動・身体活動指針 

高齢者であっても積極的に体を動かすことで，ヒトの身体は，その状況に

fit（適応）し，加齢による生物学的な進行を抑制する（Chodzko-Zajko et al., 2009）．

国民の運動習慣を促進するため，厚生労働省は，1989年より健康づくりのために必

要な運動所要量を検討してきた．2013 年に厚生労働省は，「健康づくりのための運

動基準 2006（運動基準 2006）」を改定し，「健康づくりのための身体活動基準 2013

（身体活動基準 2013）」および「健康づくりのための身体活動指針（アクティブガ

イド）」を新しく策定した4（厚生労働省, 2013）．改定のための検討課題は，運動基

準 2006の活用状況や国民の運動実践動向を踏まえ，以下の 6つが指定された． 

① 運動基準 2006の基準値の変更が必要か検討する． 

② 生活習慣病だけでなく，がん予防や加齢に伴う生活機能低下予防の観点から運

動器疾患や認知症の予防を含んだ基準値を策定する． 

③ 高齢者の基準値を策定する． 

④ 活動強度や身体活動量を平易な表現方法に置き換える． 

⑤ 全身持久力以外の体力基準値策定の可能性を探る． 

⑥ 量・反応関係に基づき現状に付加する身体活動量の基準値を策定する． 

改定における大きな特徴の 1つに，高齢者のための基準値が新たに示され

た．基準値は，システマティックレビューで採択された 4本の論文にメタ解析を施

                                            
4前者は， システマティックレビューによる科学的手法を用いた研究知見の集大成であり，後者は
国民向けの簡易パンフレットとして，自治体等でカスタマイズして配布できるように作成された資

料である． 
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すことで算出された（Gregg et al., 1998; Heesch et al., 2007; Ravaglia et al., 2008; Smith 

et al., 2010）．メタ解析では，3 METs（metabolic equivalents）未満の身体活動も含め

た身体活動量と疾患リスク（認知症，関節痛，骨粗鬆症等）との関係を統合して分

析し，疾患リスクが有意に低下し始めた閾値を基準値としている．その結果，身体

活動が 10 METs・時/週の群は，身体活動が最も少ない群と比較して，疾患リスクが

21%有意に低値であったことから，基準値は「10 METs・時/週」と示された．「10 

METs・時/週」を簡易な表現に置き換えると「横になったままや座ったままでなけ

れば，どのような身体活動でも良いので 1日 40分実践する」などとなる．3 METs

未満の活動を含めて基準値を作成した背景には，65 歳以上の高齢者は 65 歳未満の

者と比較して，体力が低く全活動に占める 3 METs以上の活動の割合が低いことを

配慮している． 
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第 2節 身体活動指針における現状の問題点と今後の課題 

 高齢者の基準値がこれまで検討されていなかった背景を鑑みると，「10 

METs・時/週」という明確な基準値が示されたことは，公衆衛生学上，意義深いこ

とであると考えられる．また，「10 METs・時/週」は，メタ解析から算出された値

であるため，質の高いエビデンスに基づいた指標であると考えられるものの，基準

値の更なる充実化に向け，以下に示す 3つの課題は，今後検討すべき重要事案であ

ると報告されている（田中, 2006）． 

 

1. 日本人高齢者を対象とした身体活動の実態に関するエビデンス不足 

身体活動基準 2013では，4本の論文から基準値が検討さているものの，日

本人高齢者を対象とした論文は引用されていないため（table 1），日本人高齢者の身

体活動の実態を明らかにすることは，先決して解決すべき課題であると考えられる．

National Health and Nutrition Examination Survey（NHANES）によると，アメリカ人高

齢者（60-69歳）の歩数は，男性で約 6000歩/日，女性で約 4200歩/日であると報告

されている（Tudor-Locke et al., 2013）．一方で，我が国の国民健康栄養調査によると，

日本人高齢者（60-69歳）の歩数は，男性で約 7200歩/日，女性で約 5000歩/日であ

り（厚生労働省, 2011），日本の高齢者はアメリカの高齢者よりも 1 日あたり 1000

歩以上多く歩いている．したがって，日本人高齢者のデータを引用すれば，基準値

も当然異なってくる．我が国における高齢者の基準値をより詳しく検討するために，
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日本人高齢者を対象とした身体活動量のデータを収集し，健康関連アウトカムとの

関係に関するエビデンスを蓄積することは意義深い． 

 

2. 疾患から生活機能に焦点を当てたアウトカムへ 

 身体活動基準 2013に引用された 4本の論文は，全て疾患やそのリスクに焦

点が当てられている（table 1）．疾患は，高齢者の生活機能を著しく低下させる要因

の１つであるが，高齢者の多くは，既に疾患を有していることに加えて，疾患を有

していたとしても，それが必ずしも生活機能に直接悪影響を及ぼすとは限らない（厚

生労働省, 2007）．また，健康日本 21（第 2次）では，「ライフステージに応じた健

康づくり」を重視し，生活習慣病やがんなどの疾患予防だけでなく，高齢者の生活

機能の保持を目標としている．以上の点を踏まえると，疾患やそのリスクだけでな

く，生活機能そのものに着目した基準値も今後必要であると考えられる． 

Table 1. 身体活動基準 2013に引用された 4本の論文. 

 

	
 

  

1st authors � Titles � Outcomes �

Gregg EW 
(Ann Intern Med, 1998) �

Physical activity and osteoporotic fracture risk in older women. 
Study of Osteoporotic Fractures Research Group. � Osteoporosis fracture�

Heesch KC 
(Arthritis Res Ther, 2007) �

Relationship between physical activity and stiff or painful joints in 
mid-aged women and older women: a 3-year prospective study. � Joint stiff and pain �

Ravaglia G 
(Neurology, 2008) �

Physical activity and dementia risk in the elderly: findings from a 
prospective Italian study. � Dementia �

Smith TL 
(J Am Geriatr Soc, 2010) �

Effect of walking distance on 8-year incident depressive 
symptoms in elderly men with and without chronic disease: the 
Honolulu-Asia Aging Study. �

Depressive symptoms �
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3. 方法論的課題 

 身体活動基準 2013に引用された 4本の論文は，自己報告によって身体活動

量を評価している．自己報告による身体活動量の評価は，活動の「種目」や「相対

強度」を把握する上で非常に有用であるが，活動の「絶対強度」や「量」そのもの

を評価する場合は，対象者の主観に左右されてしまうため，特に高齢者の身体活動

を評価する上で，信頼性・妥当性が低いことが報告されている（Murphy, 2009）．

Troiano et al.（2008）は，American College of Sports Medicine（ACSM）が推奨する身

体活動指標（中高強度身体活動を週当たり 150分以上実践する）を充たしているか，

NHANESの参加者に回答を求めところ，約 51%の成人が「指標を充たしている」と

報告している．ところが，実際に加速度計を用いて身体活動量を測定してみると，

ACSMの身体活動指標を充たしている高齢者は，わずか 2.4%であった（Troiano et al., 

2008）．したがって，主観的な方法と客観的な方法で測定した身体活動量は，その測

定値が大きく異なるため，客観的な測定機器である加速度計を用いて身体活動量を

評価することも今後必要であると考えられる． 

 

 以上の 3つの課題に着目した身体活動指標を検討することで，我が国の身

体活動指針は，今後更に充実すると考えられる． 
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第 3節 研究の目的 

本研究の目的は，1）高齢者の生活機能と身体活動の「絶対強度」や「量」

そのものとの関連を明確にした上で，2）生活機能の保持に向けた身体活動指標を作

成し，3）身体活動指標としての有効性を検討することとした． 
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第 4節 研究の意義 

学術的意義	
 

 前述したように，我が国の高齢期における身体活動指針は充実しつつある

ものの，より一層の検討が求められている．本博士論文は，1）日本人高齢者を対象

とし，比較的大規模な対象者数から身体活動指標を検討している点，2）高齢者の生

活機能そのものに着目して指標を検討している点，3）加速度計から身体活動量を評

価している点について，それぞれいち早く取り組んでいることから，横断研究が中

心であるものの学術的な意義は高いと考えられる．本研究課題が遂行されることで，

我が国の身体活動指針の更なる充実に向けた有益な知見の１つとして活用されるこ

とが期待できる． 

 

社会的意義	
 

近年，携帯電話など情報通信機器の発達により，我が国における歩数計や

身体活動量計の認知・保有・使用率は増加している．そのため，歩数計や身体活動

量計を用いて自身の身体活動を管理している高齢者も増加していると考えられる．

本研究課題で示される身体活動指標は，地域で独立した生活を営む高齢者が自分自

身の身体活動を振り返る際に，その目安として活用されることが期待される． 
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第 5節 用語の定義 

 本研究課題で使用する専門用語の概念的な定義を以下に示す．	
 

1. 高齢者 

世界保健機構では，暦年齢をもとに 0-4歳を年少，15-64歳を生産年齢，65

歳以上を高齢と定義しており，多くの先進国では 65歳を基準にそれ以上の者を「高

齢」または「old」とみなす場合が多い．我が国における定年退職年齢は，2013年 4

月に策定された「改正高年齢者等雇用安定法」により，60 歳から 65 歳に引き上げ

られた．しかし，これまでの多くの高齢者の退職年齢が 60 歳であり，60 歳を契機

に新たな人生のステージを開始している場合が多い．60 歳から 65 歳のライフスタ

イルも，その後の余生に大きな影響を及ぼすことが考えられることから，本研究で

は，60歳以上を高齢者とみなして論を展開する（Scott et al., 2009; Seguin et al., 2012）． 

 

2. 生活機能と機能制限 

生活機能は，「地域で独立した生活を営む上で必要とされる活動能力」と定

義する（古谷野ら, 1987）．生活機能は，ボランティア活動や近所付き合いに必要な

社会的役割から，歩行や階段昇段，椅子からの立ち上がりに必要な日常生活動作ま

での様々な機能水準（階層）によって構成されている（figure 1-3）．本研究では，「社

会的役割」，「知的能動性」，「手段的自立」を高次生活機能，「日常生活動作」を低次

生活機能とそれぞれ定義する（古谷野ら, 1987; Reuben et al., 1990）．社会的役割とは，
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知人宅の訪問や病人の見舞い，若い人に自分から話しかける機能を指す．知的能動

性とは，新聞や雑誌の購読，健康についての記事や番組に関心を示す機能を指す．

手段的自立とは，公共機関を利用した外出，日用品の買い物，食事の準備をする機

能を指す． 

日常生活動作は，「高齢者が自立した生活をおくるために要求される日常生

活に関連した動作」と定義する（Reuben et al, 1990）．日常生活動作は，生活機能の

中で最も低次な機能に位置づけられ，高次生活機能を遂行する上で基盤となる機能

である．具体的には，「歩く，椅子から立ち上がる，バランスを保持する」など，基

本的な生活動作を遂行する上で必要な機能である（Guralnik et al., 1994）．日常生活

動作制限とは，「日常生活に関連した動作が制約された状態（functional limitation: FL）」

と定義する（Guralnik et al., 1993）．具体的には，日常生活に関連する動作に，何ら

かの理由で困難感を有している状態である． 

 
Figure 1-3. 生活機能の階層性（古野谷ら, 1987; Reuben et al., 1990）．  
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3. 身体活動と座位行動 

身体活動は，「安静時と比較して活発な骨格筋の収縮活動によりもたらされ

るあらゆる身体的な動き」と定義する（Caspersen, 1985）．具体的には，移動や家事

に伴う生活関連活動，ウォーキングや体操等に伴う余暇関連活動などに分類される

が，本研究ではそれら 2つを含む活動（睡眠時と座位行動時以外のあらゆる覚醒行

動）を身体活動と定義する．本研究では，身体活動を代謝当量から低強度身体活動

と中高強度身体活動に分類した．代謝当量とは，安静時を「1 METs」とした場合に，

各身体活動がどの程度の活動強度に相当するかを便宜的に示す単位である．本研究

では，1.8-2.9 METsを低強度身体活動，3.0 METs以上を中高強度身体活動時間とそ

れぞれ定義する（Gando et al., 2010; Kim et al., 2011）． 

座位行動は，「覚醒時における非身体活動性のあらゆる行動」であり，具体

的には，テレビの視聴や読書，パソコンの使用などの行動を指す（Pate et al., 2008）．

座位行動と健康問題を専門的に研究するネットワーク機関である Sedentary 

Behaviour Research Networkによると，座位行動は「座位および臥位における代謝当

量が 1.5 METs 以下の全ての覚醒行動」と定義されている（Sedentary Behaviour 

Research Network, 2012）．しかし，本研究で用いた加速度計は，1.5 METsを感知す

るアルゴリズムが含まれていないため，最も近い値として 1.8 METsを採用し，「座

位および臥位における代謝当量が 1.8 METs以下のすべての覚醒行動」と定義する． 
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第 2章  

文献研究と研究課題の設定 

 

第 1節	
 生活機能の測定・評価方法に関する研究	
 

生活機能は，本研究の主要評価項目である．生活機能に関する様々な測定・

評価方法の利点と欠点を把握することは，適切な研究方法を展開する上で重要であ

る．第 1章「用語の定義」で前述したように，本研究では，生活機能を高次生活機

能（社会的役割，知的能動性，手段的自立）と低次生活機能（日常生活動作）に分

類して，論を展開する．ここでは，高次生活機能と低次生活機能の測定・評価方法

をいくつか紹介するとともに，本研究で用いる測定・評価方法を述べる．	
 

1.	
 高次生活機能の測定・評価方法に関する研究	
 

高次生活機能の概念は，複雑で解釈が多岐に亘るため，予め構造化された

質問紙によって測定・評価される場合が多い．Lawton & Brody（1969）が作成した

instrumental activities of daily living scale（IADL scale）は，手段的日常生活動作能力

を評価する上で，国際的に最も著名な質問紙である．IADL scaleは，電話の使用，

外出，買い物，食事の支度，家事，薬の正しい服用，金銭の管理によって構成され

ている．Lawton（1972）は，IADL よりもさらに高次な機能水準として，状況対応

（創造的能力や探求心，好奇心）と社会的役割（養育，利他的行動，リーダーシッ

プ）の重要性を提唱している．状況対応や社会的役割は，高齢者の社会参加をより
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促進する上で重要な機能である．しかし，IADL よりも高次な機能を測定・評価可

能な尺度は，著者が知る限り，機能的自立度評価表（functional independence measure: 

FIM）（Granger et al., 1993）と老研式活動能力指標（古谷野ら, 1987）以外見当たら

ない．FIM は，基本的な日常生活動作 13 項目（食事，整容，清拭，更衣（上下），

トイレ動作，ベッドへの移乗，トイレへの移乗，浴槽への移乗，排尿コントロール，

排便コントロール，車椅子・歩行での移動，階段での移動）と，対人コミュニケー

ション能力や社会的認知に関連する 5つの項目（理解，表出，社会的交流，問題解

決，記憶）から構成される 2次元尺度である．FIMは，各項目を 1-7点（合計 18-126

点）の範囲で評価し，リハビリ専門職による機能的自立度の詳細な評価が可能であ

る反面，測定の簡便性に欠ける．また，FIMの対人コミュニケーション能力や社会

的認知機能は，認知症患者を対象としているため，Lawton（1972）が提唱する状況

対応や社会的役割と概念上異なる． 

老研式活動能力指標は，「社会的役割」，「知的能動性」，「手段的自立」から

構成される多次元尺度である．社会的役割 4項目（友達の家を訪ねることがあるか，

家族や友達の相談にのることがあるか，病人を見舞うことがあるか，若い人に自分

から話しかけることがあるか），知的能動性 4項目（年金などの書類が書けるか，新

聞などを読んでいるか，本や雑誌を読んでいるか，健康についての記事や番組に関

心があるか），手段的自立 5項目（バスや電車を使って一人で外出できるか，日用品

の買い物ができるか，自分で食事の用意ができるか，請求書の支払いができるか，
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銀行預金・郵便貯金の出し入れが自分でできるか）から構成される．「はい（1点）」，

「いいえ（0 点）」の 2 件法で回答する 13 の質問項目から，次元別の得点（社会的

役割 4点，知的能動性 4点，手段的自立 5点）を算出することができる．老研式活

動能力指標は，これまで多くの先行研究で頻用されており（Fujiwara et al., 2003; 

Fujiwara et al., 2003; 田中ら, 2006; Katsumata et al., 2011; Shinkai et al., 2000），かつ，

信頼性や妥当性が十分に検討されている（Koyano et al., 1991; 古谷野ら, 1992; 藤原

ら, 2003）．以上の理由から，本研究では，高齢者の高次生活機能を老研式活動能力

指標によって測定・評価することとした． 

2.	
 日常生活動作の測定方法に関する研究	
 

日常生活動作の測定・評価方法は，質問紙法とパフォーマンステストに大

別される． Barthel index（Mahoney and Barthel, 1965）や Katz index（Katz et al., 1963），

Kenny self-care evaluation（Schoening et al., 1968）は，代表的な質問紙である．これ

らの質問紙は，質問内容が明確で，短時間で多くの対象者を測定できる反面，地域

で自立した生活を営む高齢者を対象に評価すると，天井効果が現れる場合が多い．

その一方で，パフォーマンステストは，身体的な加齢変化に対する鋭敏性に優れて

いるため，質問紙と比較して，天井効果や床効果が現れにくい．また，検者の教示

やライフスタイルなどの影響を受けにくく，客観性に優れることことから，地域高

齢者における日常生活動作の測定・評価に頻用されている（Guralnik et al., 1989）．

パフォーマンステストを用いた高齢者の機能評価は，行政の施策や介護施設などで
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も取り入れられており，供給する支援サービスの種類の決定にも利用されている

（Spirduso, 1995）．パフォーマンステストを通して，高齢者本人にアドバイスを直

接提供でき，実践的な運動指導への活用も可能である（重松ら, 2000）．以上の理由

から，本研究では，日常生活動作をパフォーマンステストから測定・評価すること

とした． 

高齢者のパフォーマンステストは，1990年台を境に国内外で多く作成され

てきた（Reuben et al., 1990; Guralnik et al., 1994; Cress et al., 1996., 金ら, 1993; Tanaka 

et al., 1994; Kim and Tanaka, 1995; 重松ら, 1999, 2000; 藪下ら, 2004; 清野ら, 2009）．

国外では，Reuben et al.（1990）が，初めて高齢者の日常生活動作に関連するパフォ

ーマンステスト（the physical performance test: PPT）を作成した．PPTは，「食事の模

倣」や「上着の着脱」，「階段昇降」などの 9の生活関連動作の所要時間を計測し評

価している．Cress et al.（1996）が作成した continuous-scale physical functional 

performance（CS-PFP）は，「床掃除」や「洗濯」，「買い物」「バスへの乗降」などの

16の生活関連動作を，時間や重さを変え計測することで，パフォーマンスを評価し

ている．CS-PFPは総合得点を算出するだけでなく，「上肢の力」「上肢の柔軟性」「下

肢の力」「バランス&調整力」「持久力」の 5 つの要素によって評価できる利点を有

している．Guralnik et al.（1994）が作成した a short physical performance battery（SPPB）

は，臨床研究において，最も頻用されているパフォーマンステストであり，パフォ

ーマンステストの遂行が困難な虚弱高齢者を対象に用いられている（Penninx et al., 
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2000; Onder et al., 2005; Rolland et al., 2006; Pahor et al., 2006）．SPPBは，0-12点のカ

テゴリ変数によって評価され，SPPB が，4-6 点の者は 10-12 点の者に比べ，4 年後

に約 4.2倍，日常生活動作障害に陥りやすいと報告されている（Guralnik et al, 1994, 

1995）．我が国では，金ら（1993）が因子分析を用いて，高齢者の日常生活における

活動能力を 4つ（全身の移動，上肢の操作，手指の操作，起立・姿勢変換）に分類

し，その仮説構造を基にテストバッテリを作成した．金ら（1993）のテストバッテ

リをもとに，重松ら（1999, 2000），藪下ら（2004），清野ら（2009）がこれまで推敲

を重ねてきた．重松ら（1999, 2000）は地域で簡便に評価できることを目的に，藪下

ら（2004）は元気な高齢者を対象に，清野ら（2009）は要介護のリスクが高い高齢

者の選定を目的に，各々作成されている． 

パフォーマンステストと高齢者の健康予後に関する系統的レビューによる

と，移動や椅子からの立ち上がり，開眼片足立ちなど下肢に関連するパフォーマン

ステストは，高齢者の健康予後を最もよく予測することが報告されている（Cooper et 

al., 2011）．これは，高齢者では上肢よりも下肢の方が，日常生活での使用頻度が少

ないため，その低下度が高齢者の健康予後に反映されやすためであると考えられる．

実際に加齢に伴う筋力低下は，上肢と比較して下肢が著しい（Lynch et al., 1999）．

したがって，高齢期における下肢のパフォーマンステストは，高齢者の日常生活動

作の機能性を如実に反映していると考えられることから，本研究では，パフォーマ

ンステスト 7項目（5回椅子立ち上がり，timed up and go，開眼片足立ち，30秒椅子
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立ち上がり，ステップテスト，6 分間歩行，最大等尺性膝伸展筋力）から，日常生

活動作を評価することとした．	
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第 2節 身体活動の測定・評価方法に関する研究 

 本研究では，身体活動を重要な暴露要因として用いているため，主要評価

項目と同様，様々な測定・評価方法について利点と欠点を把握することは，適切な

研究方法を展開する上で重要である．身体活動を定量化する場合，その測定・評価

方法は，目的によって大きく異なる．生理学的な実験研究では，「kcal」や「joule」

という単位を用いて，「行動に伴うエネルギー消費量（energy expenditure）」が測定・

評価される．エネルギー消費量を厳密に測定するため，呼気ガス分析器や二重標識

水といった高価な機器や試薬だけでなく，高度な分析技術を必要とする．一方で，

身体活動基準 2013などの公衆衛生勧告や介護予防事業といった健康支援現場では，

「行動そのもの（behaviour）」が測定・評価されている．これは「分」や「歩」とい

った分かりやすく実用性のある単位で定量化し，対象者（国民）のインセンティブ

を引き出すことに注力している（大須賀 and 笹井, 2013）．本研究では，比較的大規

模な（1,000 人以上）高齢者の身体活動量を測定・評価するため，「行動そのもの

（behaviour）」を中心に，測定・評価方法を概説する． 

 

1. エネルギー消費量（energy expenditure）の測定・評価方法 

エネルギー消費量は，直接熱量測定法と間接熱量測定法，二重標識水

（doubly-labeled water: DLW）法によって測定・評価される． 

直接熱量測定法は，体表面から放散する熱量をそのまま測定する方法であ
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り，エネルギー消費測定の基本である．その中でもヒューマンカロリーメーターは，

代表的な直接熱量測定法の測定機器である．この測定機器は，測定室内の対象者が

放射する熱を，室内にはりめぐられた管を流れる水の温度から測定する．室内で発

生した水蒸気から呼吸等の水蒸気の気化熱を測定するとともに，体温の変化も考慮

して，エネルギー消費量を測定する．測定精度は極めて高い一方で，大型の実験設

備（6畳ほどの個室）が必要であり，活動内容も限定される（田中, 2006）． 

間接熱量測定法は，身体活動時の呼気を測定し，エネルギー消費量を推定

する方法である．エネルギー消費に利用された酸素量と発生した二酸化炭素および

タンパク質の分解に基づく尿中窒素排出量から，エネルギー消費量を推定する．代

表的な間接熱量測定法に，ダグラスバッグ法，ミキシングチャンバー法，ブレスバ

イブレス法がある．これらの測定法は，呼吸交換比から，体内で消費した糖質・脂

質・タンパク質量を推定することも可能である．ヒューマンカロリーメーターと比

較して，対象者に与える制限が少ないことに加え，正確な測定も可能である．一方

で，熟練した測定技術を必要とすることや，マスクやマウスピース等を用いるため，

対象者に多少の煩わしさを与えることもある． 

二重標識水法は，2Hと 18Oを経口摂取し，1-2週間程度にわたる二酸化炭

素産生量の推定値と食物商から，エネルギー消費量の平均を推定する測定方法であ

る（Scoeller et al., 1986; Speakman et al., 1998）．この測定法は，被験者に安定同位体

に富んだ水の服用と，数回の尿もしくは唾液のサンプリングを課すのみで，日常生
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活への介入を最小限にとどめることができ，比較的長期間のエネルギー代謝動態を

追跡できるという特徴を併せ持つ（海老根ら, 2002）．また，ヒューマンカロリーメ

ーターを基準として，十分な正確度（accuracy）と精密度（precision）を持つことが

知られている（齋藤ら, 1999）．しかし，1日のエネルギー消費量は，1-2週間の二酸

化炭素生産量から推定したエネルギー消費量の代表値として算出されるため，短期

間のエネルギー消費量の評価ができない．加えて，身体活動の種類，強度，頻度，

時間を評価できないといった点や，二重標識水が非常に高価でしかも入手が困難で

あること，安定同位体の濃度を正確に測定するのは容易ではなく，高度な測定技術

を要することから，ごく限られた研究グループが採用しているに過ぎない（田中, 

2006）． 

 

2. 行動そのもの（behaviour）の測定・評価方法（大須賀・笹井，2013） 

行動そのものの評価法は，身体活動記録法と身体活動ログ法，質問紙法，

歩数計法そして加速度計法に大別される． 

身体活動記録は，対象者が測定期間中の活動様式，時間，強度等の情報を

記録用紙にリアルタイムで記述する方法である．一方，身体活動ログは，調査側が

特定の活動に焦点を当て作成したチェックリストをもとに，対象者が通常 1日単位

で過去を振り返り，身体活動を記録する方法である．両法とも，一般的な身体活動

質問紙と比較して様々な身体活動量を測定することが可能であり，スポーツやレク
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リエーションなどの余暇身体活動量を測定する上で古くから頻用されている

（Ainsworth et al., 1993）．21種類におよぶ活動タイプの代謝当量が示されたコード

表（Ainsworth et al., 2011）を基に，時間や頻度を乗じることで，余暇身体活動にお

けるエネルギー消費量を簡易に推定できる．ただし，身体活動記録では，実践した

活動を対象者が詳細に記録する必要があり，対象者に多くの労力を強いるため，子

どもや認知機能が低下した高齢者を対象とした調査には不向きである．身体活動ロ

グでは，過去を振り返って記入することから，過大申告や過少申告といった想起バ

イアスが生じることに留意する必要がある． 

質問紙法は，一定期間内における対象者の平均的な身体活動状況を，あら

かじめ指定された質問項目に沿って回答する方法である．この方法は，身体活動ロ

グに比べて時間の制約が少なく，安価であるため，これまで大規模な集団の身体活

動量を測定する上で頻用されてきた．質問紙で測定した身体活動量は，二重標識水

法や加速度計法によって測定された身体活動量と概ね相関するが，必ずしも実測値

が一致するわけではない．これは，対象者が主観に基づいて回答するため，想起バ

イアスによって生じる誤差であると考えられる．したがって，集団の身体活動を測

定する際は有用であるが，個人の身体活動量の測定には不向きである．また，対象

集団の特性に応じて，適切な質問紙を選択しなければ内容的な妥当性は低下する．

質問紙を選択する際は，想起期間（過去 1週間なのか，過去 1ヵ月間なのか）や活

動内容の構成（移動，仕事，家事，余暇活動など活動様式に着目しているのか，あ
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るいは強度に着目しているのか），活動量の単位（kcalなのか，時間なのか）など留

意すべき点がいくつかある．世界で最も広く使われている質問紙に，世界保健機構

のワーキンググループが開発した国際標準化身体活動質問票（international physical 

activity questionnaire: IPAQ）が挙げられる（Craig et al., 2003; Craig et al., 2006）．IPAQ

は村瀬ら（2002）によって日本語版も作成され，信頼性および妥当性が検証されて

いる．また，近年我が国で注目を集めている質問紙に，内藤ら（2007）が大規模循

環器疾患コホート研究用に開発した公益信託日本動脈硬化予防研究基金統合研究質

問 紙 （ Japan Arteriosclerosis Longitudinal Study-physical activity questionnaires: 

JALSPAQ）がある．JALSPAQ は DLW 法で算出した推定エネルギー消費量との相

関係数が 0.7 以上という，質問紙としては非常に高い相関が認められている（内藤

ら, 2009）．しかし，両者とも高齢者を対象とした質問紙ではない．高齢者の身体活

動量の測定・評価する質問紙は，これまでいくつか作成され，妥当性および信頼性

が検証されている（Stewart et al., 2001; Dipietro et al., 1993; Washburn et al., 1993; 

Yasunaga et al., 2007）．高齢者の身体活動量評価に，国内外で頻用されている代表的

な質問紙法を table 2-1にまとめた． 
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Table 2-1. 国内外で頻用されている高齢者の身体活動質問紙． 

 

Stewart et al.（2001）が作成した community healthy activities model program for 

seniors（CHAMPS）は身体活動の中でも，とりわけ運動に着目した質問紙であり，1

週間あたりの身体活動量をエネルギー消費量として算出できるという利点を有して

いる．また，他の質問紙が疫学調査用であることに対し，CHAMPSは介入研究でも

その反応性が検証されている．さらに，他の質問紙に比べ，唯一 DLW 法と有意な

相関（r = 0.28）が得られている（Colbert et al., 2011）．Dipietro et al.（1993）が作成

した yale physical activity survey（YPAS）は，総合得点と最大酸素摂取量との相関係

数が 0.58という質問紙としては高い妥当性を有している．また，季節を調整した得

点を算出することが可能である．Washburn et al.（1993）が作成した，physical activity 

scale for the elderly（PASE）は他の質問紙に比べ，項目が少なく最も簡便であり，5

分程度で終了できることが報告されている．そのため，疫学調査に頻用されている．

しかし，多くの質問紙が過去 1ヵ月間の平均的な週の身体活動の実践状況を回答す

るのに対し，PASE は過去 1 週間の実践状況について回答することから，想起期間

が短い分，実践状況に偏りが生じている可能性や，習慣的に実践していない身体活
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Elderly (PASE)�

Yale Physical Activity Survey 
(YPAS)�

The Community Healthy Activities 
Model Program for Seniors 
Questionnaire (CHAMPS)�

+#�$� (�*�� 3,�� (�*���

�) 2� 5�� 20�� 15��

�."2� 0�7�2� 0�1�!2��6 
��'�1/2 

0�1�!2��6 
��'�1/2 

��� �PASE��� 
� 24hour/week5 
��	
�
&-14kcal/week5 
�����%�1 

��	
�
&-14kcal/week5 
�����%�1�



 
 

第 2章 
文献研究と研究課題の設定 

 27 

動を含めてしまう恐れがある．Yasunaga et al.（2007）が作成した the physical activity 

questionnaire for elderly Japanese（PAQ-EJ）は，日本人高齢者を対象に作成されたた

め，日本人のライフスタイルを反映した上で，身体活動量を評価することができる． 

 歩数計法は，ヒトの歩行時の衝撃を感知して歩数を計測し，歩数や歩行距

離を推定する方法である．歩数計が歩数を感知する仕組みは，「振り子式」と「加速

度センサ式」に大別される．振り子式は，歩数計の内部に振り子（レバーアーム）

がバネで水平に固定されており，歩いた振動に応じて振り子が上下に動き，電気回

路を開閉することを利用して歩数をカウントしている（figure 2-1）．比較的単純な構

造であることから，電池の持ちが良く，安価である点が長所である．一方，歩数計

の軸が水平方向を向いていると，歩数をカウントできないことから，正しい向きで

装着する必要がある．また，歩数をカウントする感度が高くないため，ゆっくりと

した歩行では，歩数の精度が低くなる．加速度センサ式は，一定時間あたりの速度

変化を計測し，機種独自のアルゴリズムに基づき歩数を計測している．最近では，

振動が歩行によるものなのかどうかを判別する機種もあり，振り子式と比較して感

度が高いため，歩数を精確に測定できる．歩数値は，多くの国民にとって馴染み深

い測定値であることから，行動変容を支援するための指標や介入研究でのモニタリ

ング指標としての使用率が高くなっている（大須賀 and 笹井, 2013）． 
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Figure 2-1. 振り子式センサ，1軸加速度センサ，3軸加速度センサの測定原理 

 加速度計（加速度計付き活動量計）は，主に鉛直方向の加速度情報を任意

の間隔（エポック長）で集計し，独自のアルゴリズムに基づいて，活動強度・頻度・

パターンなどの活動様式を客観的に測定できる（figure 2-1）．サイズは，歩数計と同

じかポケットベル程度である．近年，鉛直方向だけでなく前後方向と左右方向の加

速度情報を捉えることが可能な三軸加速度計が開発され，中高強度だけでなく，低

強度の活動も精確に測定することが可能となった．加速度計は，腰部に装着するこ

とが一般的であり，歩行やジョギングなど下肢を主体とする活動量を精確に測定す

ることが可能である．一方で，上肢の動きが主体となる活動や水中活動，傾斜・階

段での歩行活動，自転車での活動については，精度・確度が低下する．また，加速

度情報から活動様式を詳細に判定することが難しいなどの限界もある．さらに，質

問紙と比較して高価（1台 1～4万円程度）であり，大規模なフィールド調査には適

用することが難しい．加速度計の機種によって測定軸数や測定範囲，エポック長，
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測定周波数などが異なることも留意する必要がある（大須賀 and 笹井, 2013）．国内

外で頻用されている加速度計を table 2-2と table 2-3にまとめた． 

Table 2-2. 国内で頻用される加速度計 

 
 
Table 2-3. 国外で頻用される加速度計 
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身体活動量を測定する場合，測定の精度とともに調査の実現可能性を十分

に考慮しなければならない．調査に必要な人的資源，経済的資源，時間の制約を考

慮しつつ測定方法を適切に選択する必要がある．加速度計は，加速度センサの性能

の向上・小型化・軽量化が進んでいることに加え，メモリ容量も大幅に増大されて

いる（最大 200日程度）．日常生活への影響を最小限に抑えるとともに，長期間の調

査が可能となっているため，フィールド調査での身体活動の測定・評価方法として

近年最も注目されている（中田, 2011）．以上の理由から，本研究では加速度計法に

よって身体活動量を評価することとした． 

加速度計は，日本人を対象とした研究で最も頻用されているライフコーダ

（スズケン社製）を用いて評価することとした．ライフコーダから推定される身体

活動量は，加速度計内の回帰式に基づき算出されている．回帰式は，加速度計が感

知する信号レベルから，それぞれ異なる 6つ歩行速度と 3つ走行速度でトレッドミ

ル上を歩いた（走った）際のエネルギー消費量（METs）を予測している．歩行・走

行時の実測METsを予測する加速度計の推定METs式（回帰式）の説明力は約 93%

であり，良好な精度を有している（Figure 2-2）．歩行時以外の動作は，過小評価す

るという欠点を有しているものの，高齢者の主要な身体活動は歩行であることから，

おおよその身体活動量を測定・評価する上で，ライフコーダは他の測定方法と比較

して有用であると考えられる． 
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Figure 2-2. 歩行・走行時の実測 METsと加速度計の推定 METs値（Kumahara et al., 
2004）． 
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第 3節 生活機能の階層性と身体活動量との関連 

1. 高次生活機能と身体活動量との関連 

Fujiwara et al.（2003, 2003）は，加齢に伴う生活機能の低下を 8年間追跡し，

一般的な地域高齢者の生活機能は，社会的役割，知的能動性，手段的自立，日常生

活動作能力の順で，高次な機能から低下すると報告した（生活機能低下の階層性）．

社会的役割・知的能動性の低下を認めてから日常生活動作の低下を認めるには，平

均で約 10年のタイムラグがあることから，日常生活動作の低下は，高次な生活機能

の低下を抑制することで理論的には抑制可能であると考えられる（新開, 2009）． 

高齢者の身体活動量と日常生活動作との関連を検討した研究（Brach et al., 

2004; Pahor et al., 2006; Yasunaga et al., 2006; Aoyagi et al., 2009; Chale Rush et al., 2010）

は，比較的多い一方で，身体活動量と高次生活機能との関連を検討した研究は少な

い（田中ら, 2006）．田中ら（2006）は，地域に在住する日本人高齢者 330人を対象

に，質問紙によって評価された身体活動レベル（physical activity level: PAL）と高次

生活機能との関連性を横断的に検討した．その結果，PALが低値である者は，知的

能動性および社会的役割が低下状態にあることが示された．したがって，少ない身

体活動量は，低い生活機能と関連すると考えられる． 

しかし，1）身体活動量の評価に質問紙を利用しており，客観的な評価指標

である加速度計を用いて，高次生活機能との関連を検討していないこと，2）高次生

活機能の階層性と身体活動の強度との関連を検討していないといった課題を有して



 
 

第 2章 
文献研究と研究課題の設定 

 33 

いる．これまで，ボランティア活動など社会的役割を担う活動が，高齢者の高次生

活機能を維持するうえで有効であることが報告されており（Fried et al., 2004; Tan et 

al., 2006; Tan et al., 2009; 藤原ら, 2005; 島貫ら, 2006），活動の「質」が着目されてき

た．その一方で，日常生活における活動の単純な「強度」や「量」が高次生活機能

に影響するかどうかは検討する余地が残されており，活動の「絶対強度」や「量」

そのものを客観的に評価することが可能な加速度計を用いて高次生活機能との関連

性を検討する必要がある．新開（2006）は，1 日のエネルギー消費量を従属変数，

高齢者の生活活動 7項目（睡眠・不活動的余暇・家事・歩行/自転車・活動的余暇・

仕事・運動）のエネルギー消費量を独立変数とした重回帰分析をおこなったところ，

高齢女性では「家事」と「活動的余暇」の 2項目で 1日のエネルギー消費量の全分

散の 56%が説明されたと報告している．若年者と比較して低強度身体活動時間の割

合が多いとされる高齢者の場合，家事や余暇活動など，低強度身体活動時間の多寡

も高次生活機能と関連する可能性がある．また，高次生活機能は，加齢に伴い高次

（複雑）な機能（社会的役割，知的能動性，手段的自立）から階層的に低下するが

（Fujiwara et al., 2006; Fujiwara et al., 2006;），これら 3つの階層と日常的な身体活動

強度との関連を検討する余地が残されている． 

 

2. 日常生活動作と身体活動量との関連 

高齢期における日常生活動作の低下は，加齢による不可避的要因と，身体
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的要因（関節炎（Onder et al., 2006; Hubscher et al., 2010）や過体重（Davison et al., 2002），

低筋量・低筋力（Visser et al., 2005）），心理的要因（抑うつ（McDermott et al., 2003）），

そして身体活動量の低下が関連すると報告されている（Brach et al., 2004; Pahor et al., 

2006; Rejeski et al., 2009; Chale Rush et al., 2010）．高齢者であっても，定期的に身体

活動を実践すると，日常生活動作の予後は良好な状態に保たれることが，多くの疫

学研究によって報告されてきた（Peterson and Warburton, 2010）．それらの報告のす

べては，身体活動量を自己報告によって評価している．自己報告による身体活動の

評価は，身体活動のタイプや期間，頻度を把握する上で有益である反面（Washburn 

et al., 1993; Yasunaga et al., 2007），想起バイアスの影響を受けやすいことが報告され

ている．特に高齢期では，健康状態や気分，抑うつ，認知機能等の問題を若年者よ

りも強く受けるため，身体活動の「量」や「強度」そのものを正確に評価する際は，

前述したとおり，客観的な機器である加速度計を用いて測定することが望ましい

（Murphy, 2009）. 

2-1. 日常生活動作と総身体活動量，中高強度身体活動時間との関連	
 

高齢者の日常生活動作と加速度計によって評価した身体活動量との関連を

検討した先行研究は，著者が知る限り，これまで 5件報告されている（Gerdhem et al., 

2008; Puthoff et al., 2008; Zalewski et al., 2009; Aoyagi et al., 2009; Morie et al., 2010）

（table 2-4）． 
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Table 2-4. 日常生活動作と加速度計によって評価された身体活動量との関連． 

 

それらの報告によると，総身体活動量や一定の強度を有する身体活動（中高強度身

体活動時間）が多いと，日常生活動作も良好であることが示されている（Gerdhem et 

al., 2008; Aoyagi et al., 2009）．しかし，1）いずれの研究も対象者数が少なく（研究

対象者数は 200名に満たない），日常生活動作と加速度計によって評価された身体活

動量が関連するか一致した見解は得られていない．2）また，加速度計によって評価

された身体活動量がその他の交絡要因（疾患や疼痛など）から独立して日常生活動

作と関連するか十分に検討されていない． 

日常生活動作と低強度身体活動時間との関連	
 

高齢者の日常生活時間の内訳は，低強度身体活動時間が 21.3%を占め，中

高強度身体活動時間は，1%未満であることが報告されている（Arnardottir et al., 

2013）．低強度身体活動時間は，中高強度身体活動時間の 20倍以上にあたるため，

中高強度身体活動だけでなく，家事や散歩など低強度身体活動も，高齢者の日常生

1st authors� N� Age 
(ave)� Sex� Significant associations� Non-significant associations�

Gerdhem P 
(Eur J Appl Physiol, 2008)� 57� 80.1� Women� Maximal walking speed� Isometric knee muscle strength 

Balance �

Puthoff ML 
(J Geriatr Phys Ther, 2008)� 30� 77.3 5 men 

25 women�

Strength 
Peak power 
Power at a low relative intensity 
Power at a high relative intensity�

Zalewski KR 
(Arch Phys Med Rehabil. 2009)� 59� 83.8� Not 

described�

Preferred walking speed 
Maximal walking speed 
Six-minute walking test�

Aoyagi Y 
(Gerontology, 2009)� 170� 72.6 76 men 

94 women�

Preferred walking speed 
Maximal walking speed 
Pak knee extension torque 

Peak handgrip force 
Balance�

Morie M 
(J Am Geriatr Soc, 2010)� 82� 74.1 Men 

The short physical performance battery 
A lift-and-lower task 
Aerobic capacity 

Muscle strength 
Muscle power 
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活動作と有意に関連する可能性がある．Buman et al.（2010）は，The Senior 

Neighborhood Quality of Life Studyに参加した 65歳以上の高齢者 862名を対象に，自

己報告による下肢機能評価と加速度計評価による身体活動量との関連を混合効果モ

デルによって横断的に検討した．その結果，共変量で調整しても，長い低強度身体

活動時間は，良好な下肢機能自己評価と関連すると報告している．したがって，中

高強度身体活動時間に限らず，低強度身体活動時間を確保することで，高齢者の日

常生活動作を良好に維持できる可能性があると考えられるが，Buman et al.（2010）

の調査では，下肢機能を自己報告から評価しており，客観的な手法による下肢の機

能評価を今後の研究課題としている． 

日常生活動作と座位行動時間との関連	
 

テレビ視聴や読書といった座位行動時間は，覚醒時における活動の中で最

も大きな割合を占める活動（74.5%）であるにも関わらず（Arnardottir et al., 2013），

座位行動そのものが高齢者の健康状態に及ぼす影響ついて検討した研究は少ない

（Seguin et al., 2012）．Seguin et al.（2012）は，Women’s Health Initiative Observational 

Studyに参加した 50-79歳の中高年アメリカ人女性 61,609名を，平均で 12.3年間追

跡し，座位行動時間と自己評価による身体機能の縦断的な関連性を調査した．その

結果，年齢や総身体活動量等で調整しても，座位行動時間が長いと数年後の身体機

能に対する自己評価が有意に低くなると報告している．長すぎる座位行動時間は，

高齢期における日常生活動作の低下に関連する独立した危険因子の 1つであると考



 
 

第 2章 
文献研究と研究課題の設定 

 37 

えられるが，Seguin et al.（2012）の調査では，座位行動時間を自己報告から評価し

ている．高齢期の 1 日に占める活動の大部分は座位行動であり（Arnardottir et al., 

2013），高齢者が自身の座位行動時間を正確に回想し，質問紙に回答するのは難しい

と考えられるため，客観的な手法による座位行動時間の評価が今後の研究課題であ

ろう． 
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第 4節 機能制限を反映する身体活動量の閾値 

高齢期における日常生活動作は，加齢に伴い低下し，ある一定の閾値に到

達すると「日常生活動作制限（functional limitation: FL）」に陥る．日常生活動作制限

は，高齢者が日常生活動作（例えば，移動や階段昇段，椅子からの立ち上がりなど）

に困難性を有している状態と定義され（Guralnik et al., 1993），この状態は，転倒

（Tinetti et al., 1988）や日常生活動作障害の発生（Guralnik et al., 1996）や，入院

（Studenski et al., 2003），Qol悪化（Wilson et al., 1995）の予測因子となりうることが

報告されている．加齢に伴う日常生活動作制限の発生は，不可避であるが，日常的

に身体活動を実践することで，その発生を先送りさせることができる（Brach et al., 

2004; Pahor et al., 2006; Rejeski et al., 2009; Chale Rush et al., 2010）．Paterson & 

Warburton（2010）は，高齢期における機能制限と身体活動に関する様々な疫学研究

を統合し，ベースライン時の身体活動量と機能制限の発生リスクとの関連について

検討した．その結果，ベースライン時に，150-180 分/週の中高強度身体活動を実践

している群の機能制限の発生リスクは，身体活動が最も少ない群と比較して 30%以

上有意に低いことが示された．「少ない身体活動量」は，日常生活動作制限の独立し

た危険因子であると考えられるが，日常生活動作制限を反映する具体的な身体活動

量の閾値は，十分に検討されていない（Aoyagi and Shephard, 2010）．日常生活動作

制限の発生リスクは，身体活動量の増加に伴い量・反応依存的に減少すると考えら

れるが，少なすぎる活動量では床効果が生じ（効果が見込めない），多すぎる活動量
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でも天井効果（効果が変わらない）が生じると考えられる．このように，身体活動

量と機能的制限発生リスクとの関係性は，直線的な量・反応関係ではなく，ある一

定の閾値から変化するような曲線関係（シグモイド曲線）にあると考えられるため，

日常生活動作制限のリスクの減少に効果的な閾値を検討する必要がある（Aoyagi 

and Shephard, 2010）（figure 2-3）． 

 
Figure 2-3. 日常的な身体活動量と日常生活動との曲線関係． 
注:	
 著者の研究仮説をもとに作成．	
 

 

以上のことから，日常生活動作制限の該当率が有意に高くなるような身体

活動量の閾値を検討する必要があると考えられる．大須賀ら（2012）は，地域に在

住する日本人高齢女性 515名の運動習慣と体力の関連から，身体的な虚弱が疑われ

る高齢者の運動量の閾値を検討した．その結果，低体力状態を最もよく反映する運

動量は，5.1 METs・時/週であることが示され，体力の低下予防に望ましい運動量の

閾値が示された（figure 2-4）．大須賀ら（2012）は，運動量だけでなく生活活動をも
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含めた身体活動量の閾値の検討や，より精度の高い指標を求めるために，加速度計

による身体活動量の測定・評価を今後の検討課題としている． 

 

Figure 2-4. 低体力状態を最もよく反映する運動量の閾値（大須賀ら, 2012）. 
ROC: receiver operating characteristic 
  

Se
ns
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iv
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y�

1 – specificity�

Area under the ROC curve 
0.64 (95% confidence interval: 0.59-0.69)�

Cut-off point 
5.1 METs*hour/week 
Sensitivity: 0.55 
Specificity: 0.68�
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第 5節 身体活動量の増加が日常生活動作に及ぼす影響 

 ACSMは，高齢者に対する運動・身体活動の効果に関する研究を系統的に

まとめ，position stand（声明）として「Exercise and Physical Activity for Older Adults」

を報告した（Chodzko-Zajko et al., 2009）．この声明では，運動や身体活動が，高齢者

の筋機能（筋力・筋パワーなど）や心血管機能（血圧・局所血流量など），肺機能（換

気能など），身体機能（最大酸素摂取量・歩行・階段昇段など），体組成（体重・除

脂肪量・筋量など）に及ぼす効果に関するエビデンスステートメントが示されてい

る．エビデンスステートメントは，A（多くの無作為化比較試験あるいは観察研究

から有効性が報告されている），B（複数の無作為化比較試験あるいは観察研究から

有効性が検証されているものの，有効性が確認できない研究結果も報告されている），

C（有効性は確認されているものの，その報告数が少ない，あるいは非無作為化比

較試験や統制されていない研究によって有効性が報告されている），D（Aから Cに

分類不可能であり，エビデンスが不十分な研究）に分類されている．この内，運動

や身体活動が日常生活動作に及ぼす効果に関するエビデンスステートメントは C/D

に分類されており，身体活動の実践により有意な改善がみられたという報告（Bean 

et al., 2004; Hakkinen et al., 2000; Henwood et al., 2005; Holviala et al., 2006; Judge et al., 

1993; Schlicht et al., 2001; Sipila et al., 1996）と有意な改善がみられなかったという報

告（Brown et al., 1991; Buchner et al., 1997; Earles et al., 2001; Greendale et al., 2000; 

Judge et al., 1994）が散見しており，一致した見解が得られていない．この理由の１
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つに，対象者の介入前の身体活動量が考慮されていないことが考えられる．日常的

に身体活動を実践している高齢者は，前述したシグモイド曲線上では，すでに天井

効果に達していた可能性がある．高齢者のトレーナビリティを考慮すると，身体活

動量が，日常的に少ない高齢者を対象に，日常生活動作制限のリスク減少に効果的

な身体活動量を提供することで，高齢者の日常生活動作の向上が見込まれると考え

られる． 
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第 6節 先行研究のまとめ 

 先行研究の問題点をまとめると，以下の 3つに要約される． 

問題点 1. 加速度計による身体活動評価のエビデンス不足． 

 客観的に評価された身体活動量と生活機能の階層性（社会的役割，知的能

動性，手段的自立，日常生活動作）との関連について検討した研究は少なく，先行

研究間での見解も一致していない．また，低強度身体活動時間や座位行動時間と日

常生活動作との関連についても，客観的な評価による詳細な検討の余地が残されて

いる． 

 

問題点 2. 機能制限が反映される具体的な身体活動量の閾値が検討されていない点． 

 高齢期における様々な機能制限は，身体活動量と負の量・反応関係が示さ

れているものの，機能制限が疑われる身体活動量の閾値は明らかにされていない． 

 

問題点 3. 身体活動量の増加が日常生活動作に及ぼす効果に関する見解の不一致． 

 身体活動量の増加が，日常生活動作の向上に直接的に影響を及ぼすか，一

致した見解が得られていない．その要因として，介入前における対象者の日常的な

身体活動量が考慮されていないことが考えられる． 
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第 7節 研究課題の設定 

前述した問題点を踏まえ，本博士論文では，以下の研究課題を検討するこ

ととした（Figure 2-5）． 

課題 1. 生活機能の階層性と身体活動との関連． 

一軸加速度計を用いて身体活動の「量」と「絶対強度」を推量し，課題 1-1

として「高次生活機能（社会的役割，知的能動性，手段的自立）と総身体活動量お

よび強度別身体活動時間との関連」を，課題 1-2 として「低次生活機能（日常生活

動作）と強度別身体活動時間，座位行動時間との関連」を検討し，身体活動指標の

作成に着目すべき身体活動のパターンを明らかにする． 

 

課題 2. 身体活動指標の作成． 

課題 1の結果を踏まえ，（1）機能制限と身体活動量との関連を明らかにし，

（2）機能制限が反映される具体的な身体活動量の閾値を検討することで，機能保持

に向けた身体活動指標を提案する． 

 

課題 3. 身体活動指標の有効性に関する検討． 

身体活動指標を基準とした身体活動量の増加が，日常生活動作に及ぼす影

響について検討する．身体活動量が，日常的に少ない（床効果状態にある）高齢者

を対象に，日常生活動作制限のリスク減少に効果的な身体活動量を提供することで，
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日常生活動作の向上が見込まれると考えられる． 

これらの課題に着目して研究を遂行することで，生活機能の長期的な保持

に向けた身体活動指針の一層の充実化が図れると考えられる． 

 

Figure 2-5. 本研究課題のフローチャート 
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第 3章  

測定項目と測定方法 

 本博士論文における測定項目とその測定方法，および操作的定義について

以下に記述する． 

 

第1節	
 生活機能 

1. 高次生活機能と各機能低下（研究課題 1-1） 

高次生活機能は，老研式活動能力指標を用いて評価した（古野谷ら, 1987）.

「はい（1点）」，「いいえ（0点）」の 2件法で回答する 13の質問項目から，総得点

（13点）と階層別の得点（社会的役割 4点，知的能動性 4点，手段的自立 5点）を

算出した．本研究では，総得点および各下位尺度得点の未満点者をそれぞれ，「高次

生活機能低下群」，「社会的役割低下群」，「知的能動性低下群」，「手段的自立低下群」

と定義し，満点者をそれぞれ「高次生活機能維持群」，「社会的役割維持群」，「知的

能動性維持群」，「手段的自立維持群」と定義した（Fujiwara et al., 2003; Fujiwara et al., 

2003; 田中ら, 2006; Katsumata et al., 2011; Shinkai et al., 2000）． 

 

2. 日常生活動作と日常生活動作制限（研究課題 1-2と研究課題 2） 

 課題 1-2 では，高齢者の日常生活動作を大規模に測定・評価する必要があ

るため，調査の人的・経済的資源，時間的制約を考慮し，5回椅子立ち上がり（Guralnik 
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et al., 1994），timed up & go（Podsiadlo and Richardson, 1991），開眼片足立ち（Rikli et 

al., 1986）の 3項目から評価した．各項目の測定方法は，下記の通りである． 

5回椅子立ち上がり（研究課題 1-2と研究課題 3） 

両腕を胸の前で交差し，背中を伸ばした状態で背もたれのついた椅子に浅

く腰かけるよう求めた．合図とともに，椅子から立ち上がり直立姿勢をとり，再び

椅子に腰掛ける動作を可能な限り速く 5 回繰り返すよう教示した．合図してから 5

回目の直立姿勢をとるまでの時間を 0.01秒単位で 2回計測し，平均値を記録とした

（Guralnik et al., 1994）． 

Timed up and go（研究課題 1-2と研究課題 3） 

背部を椅子の背もたれにつけるよう深い座位姿勢をとり，両手を膝の上に

置くように教示し，なるべく速く歩くよう促した．合図とともに立ち上がり，3 m

前方のコーンを回って着座するまでの時間を 0.01秒単位で 2回測定し，平均値を記

録した（Podsiadlo and Richardson, 1991）． 

開眼片足立ち（研究課題 1-2と研究課題 3）	
 

両手を腰に当て，両足を揃えて床の上に立った状態から片方の足を床から

離し，可能な限り長く立ち続けるよう求めた．接地している支持足の裏が動いたり，

腰に当てた手が離れたり，支持足以外の身体部分が着地した時点でバランスが崩れ

たものとみなした．計測は，足を上げた時点からバランスが崩れた時点までの時間

とし，最大値は 60秒とした．左右を問わず 0.01秒単位で 2回計測し，平均値を記
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録とした（Rikli et al., 1986）. 

研究課題 3では，身体活動量の増加が日常生活動作に及ぼす影響について，

介入研究から詳細に検討するため，課題 1-2での測定項目の他に，以下の 4項目を

追加で測定した．各項目の測定方法は，下記の通りである． 

30秒椅子立ち上がり（研究課題 3） 

 両腕を胸の前で交差し，背中を伸ばした状態で背もたれの付いた椅子に浅

く腰掛けるよう教示した．合図とともに，椅子から立ち上がり，直立姿勢を取るよ

う求め，再び腰掛ける動作を 30秒間繰り返すよう求めた．測定値は，椅子から立ち

上がった回数を計測した．測定は，1回のみおこなった（Rikli and Jones, 2001）． 

ステップテスト（研究課題 3）	
 

 立位姿勢をとるよう求め，その 20 cm前方に高さ 19 cmの台を階段に見立

てて設置した．足の裏が，台の高さまで上がるよう，その場で可能な限り素早く足

踏みをおこなうよう求め，合図してから左右の足を交互に 8回上げ下ろしするまで

の時間を計測した．測定は，0.01秒単位で 2回計測し，平均値を記録とした（Rikli and 

Jones, 2001）． 

6分間歩行（研究課題 3） 

 周回 50 m（縦 20 m，横 5 m）のコースを 6分間，可能な限り速く歩き続け

るよう求めた．測定は，1回のみおこない，1 cm単位で測定値を記録した（Rikli and 

Jones, 2001）． 



 
 

第 3章 
測定項目と測定方法 

 49 

最大等尺性膝伸展筋力（研究課題 3）	
 

最大等尺性膝伸展筋力は，多用途筋機能評価運動装置（バイオデックス 3

システム，Biodex Medical Systems社製）から評価した．測定の際に対象者を装置の

椅子に座るよう促し，体幹，大腿部，足部は動かないようにベルトを用いて固定し，

装置のレバーアームの回転軸と膝関節回転軸が合うように設定した．測定は，膝関

節 60度屈曲における膝伸展運動を最大努力で 3秒間，休息 15秒間のセットを 3セ

ット試行するよう求め，最大等尺性膝伸展ピークトルク値を測定した．測定は，左

右の膝関節にて片側ずつおこなった．測定値を下肢長で除し，最大等尺性膝伸展筋

力に換算した． 

測定の際は，問診によって当日の体調を確認するとともに，パフォーマン

ス測定に精通したスタッフが安全性に留意した．また，測定中に補助や支えを必要

とした場合はその旨を記録した． 

 

日常生活動作制限（課題 2） 

日常生活動作制限（functional limitation: FL）は，自己報告による階段昇段

と歩行時の困難性から評価した（Guralnik et al., 1993）．「手すりや壁をつたわらずに

階段を続けて 10 段昇ることができますか」と「休まずに 400 m を続けて歩くこと

ができますか」という質問に対し，「十分にできる」，「少し難しい」，「全然できない」

の 3 件法から回答を求め，2 つの質問に対しいずれか，もしくは両方に「少し難し
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い」あるいは「全然できない」と回答した場合を「日常生活動作制限あり」とした

（Hirvensalo et al., 2000; Visser et al., 2005; Visser et al., 2005; Cesari et al., 2009）．  
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第 2節 身体活動および座位行動（課題 1，2，3） 

歩数，座位行動時間，低強度身体活動時間，中高強度身体活動時間は，一

軸加速度計（ライフコーダ, スズケン社製）を用いて評価し，１日あたりの平均積

算値を算出した．本研究で使用する一軸加速度計は，4秒ごとの活動強度を，「0（非

装着時）」,「0.5（微小活動時）」,「1-9（身体活動時）」の 11段階で感知することが

出来る（Kumahara et al., 2004）（table 3-1）．測定期間は，配布日の翌日から 7日間と

し，入浴および入水時以外の起床から就寝まで装着し，出来る限り日常的な生活を

送るよう促した．装着部位は，身体の前面・腰部とし，ベルトまたはズボンの裾を

クリップで挟み装着するよう教示した．測定プロトコルに関する一連の流れは，table 

3-2 に示した．分析対象者は，最低 5 日/週以上の装着期間かつ 10 時間/日以上の装

着時間の条件を満たす者とした（Masse et al., 2005）．装着時間は，24時間−非装着

時間とし，非装着時間は，加速度計で感知される活動強度「0」が 20分以上継続し

た場合のみ加算した（Masse et al., 2005）．座位行動時間は，装着時間−身体活動時間

とし，身体活動時間は，加速度計で感知される活動強度が「1（1.8 METs）」以上の

合算値とした（Gando et al., 2010）．また，活動レベルが「1-3（1.8-2.9 METs）」の合

算値と「4（3.6 METs）」以上の合算値を求め，低強度身体活動時間と中高強度身体

活動時間をそれぞれ算出した．装着時間は，座位行動時間と低強度身体活動時間，

中高強度身体活動時間とそれぞれ有意な正の相関関係を示したため，各活動時間を

装着時間で除すことで，それぞれの割合（rate of sedentary behaviour: RSB, rate of light 
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physical activity: RLPA, rate of moderate-vigorous physical activity: RMVPA）を算出し，

生活機能との関連性を検討する際の指標とした． 

 

Table 3-1. 本研究で使用する加速度計（ライフコーダ）が感知する強度の分類． 

 
 
 
Table 3-2. ライフコーダの測定プロトコル（大須賀 and 笹井, 2013）． 
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第 3節 インタビュー調査法による調査項目と形態指標（課題 1, 2, 3） 

性，年齢および慢性疾患（脳血管疾患，高血圧，糖尿病，心疾患，骨粗鬆

症，呼吸器疾患），関節痛（股関節痛，膝痛，腰痛），および服薬の有無などの健康

関連情報をインタビュー形式で聴取した．なお，服薬状況は，現在服用している薬

の有無を聴取した．薬は，医師から処方された医療用医薬品とし，薬局等で購入し

た一般用医薬品や医薬部外品，サプリメントは除外するものとした． 

形態指標として，身長は身長計（YG-200, ヤガミ社製）を用いて 0.1 cm単

位で，体重は体重計（Digital Bathroom Scale HD-316, TANITA社製）を用いて 0.1 kg

単位で測定した．Body mass index（BMI）は，体重（kg）を身長（m）の 2乗で除

すことにより算出した． 
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第 4章  

研究課題 1-1 

高次生活機能と身体活動との関連 

 

【Research question】 

高齢期における身体活動の「強度」や「量」そのものは，高次生活機能と性，年齢，

疾患・関節痛の有無等の交絡要因から独立して関連するか？ 

 

【関連論文】 

大須賀ら. 高齢女性における高次生活機能の階層性と強度別身体活動量との関連－

地域支援事業参加者を対象とした横断研究－, 体力科学 61: 327-334, 2012． 

 
 

第 1節 目的 

高齢期の身体活動量と心身機能の関連性を検討した研究は，比較的多い一

方で（Brach et al., 2004; Pahor et al., 2006; Yasunaga et al., 2006; Aoyagi et al., 2009; 

Chale Rush et al., 2010），身体活動量と高次生活機能との関連を検討した研究は少な

く，著者が知るところ 1件のみである．田中ら（2006）は，地域に在住する高齢者

330人を対象に，質問紙によって評価された身体活動レベル（physical activity level: 

PAL）と高次生活機能との関連性を検討している．その結果，PALが低値である者
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は，知的能動性および社会的役割が低下状態にあると報告されている．しかし，1）

身体活動量の評価に質問紙を利用しており，客観的な評価指標である加速度計を用

いて検討していないこと，2）高次生活機能の階層性と強度別身体活動量の関連性を

検討していないこと，3）高次生活機能の階層性と強度別身体活動量の関連性を，性

や年齢，疾患・関節痛の有無等により層別化して検討していないといった課題を有

している．そのため，身体活動の「強度」や「量」そのものが高次生活機能と関連

するか否かについては，検討する余地が残されている．高齢者の日常生活活動は，

ウォーキングなど中高強度身体活動が占める割合よりも，家事や余暇活動など低強

度身体活動の占める割合が圧倒的に多く（Arnardottir et al., 2013），中高強度身体活

動量だけでなく，低強度身体活動量も高次生活機能と関連する可能性がある. 

前述した課題を検討するため，研究課題 1-1 では一軸加速度計を用いて身

体活動量を評価し，高次生活機能の階層性と総身体活動量，強度別身体活動量の多

寡との関連性を横断的に検討することを目的とした． 
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第 2節 方法 

（1）対象者 

対象者は，要支援・要介護の非認定者で，2008-2013 年の茨城県八千代町

の二次予防事業と茨城県阿見町，千葉県袖ケ浦市，福島県会津美里町，神奈川県横

浜市の一次予防事業，および筑波大学で開催した体力測定会に参加した 60歳以上の

地域在住高齢者 1,039 名とした．対象者の募集は，新聞の折込みチラシや，各自治

体の広報誌，自治体職員による参加奨励などを通しておこなった．すべての対象者

に，測定データ使用に関する説明を個別に口頭でおこない，研究の目的や体力測定

および質問紙調査内容を説明した上で，随時，測定を拒否できることを確認し，書

面にてデータ使用の同意を得た．対象者のうち，1）加速度計データの分析条件（前

述記載）を満たさなかった者 216名（20.8%），2）質問紙に欠損のあった者 8名（0.7%）

を除外し，最終的に 815 名（78.4%）を分析の対象とした．本研究は，筑波大学大

学院人間総合科学研究科研究倫理委員会の承認を受けた（No. 696）． 

 

（2）測定項目および測定方法 

形態指標（身長，体重など），身体活動量（歩数（step counts: SC），低強度

身体活動時間，中高強度身体活動時間，RLPA，RMVPA）を測定し，既往歴・関節

痛・服薬の有無に関するインタビュー調査をおこなった．高次生活機能は，老研式

活動能力指標を用いて評価した．総得点（13点）と下位尺度得点（手段的自立 5点，
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知的能動性 4点，社会的役割 4点）をそれぞれ算出し，総得点および下位尺度得点

の未満点者をそれぞれ，高次生活機能低下群，手段的自立低下群，知的能動性低下

群，社会的役割低下群と定義した（Fujiwara et al., 2003; Fujiwara et al., 2003; 田中ら, 

2006; Katsumata et al., 2011; Shinaka et al., 2000）．これらは，すべて，第 3章「測定項

目と測定方法」に示した方法により測定した．  

 

（3）統計解析 

各項目の統計値は，平均値 ± 標準偏差で示した．高次生活機能低下群（低

下群）と高次生活機能維持群（維持群）の健康関連情報，形態指標の比較には，

Mann-Whitney の U 検定を適用した．過去 1 年間の既往や関節痛を有する者の割合

は，χ2検定によって比較した．SC，RLPA，RMVPAを人数から 4分位（Q1-Q4）に

それぞれを群分けし，高次生活機能の階層性と強度別の身体活動量との関連性を検

討するために，ロジスティック回帰分析を適用した．従属変数に「高次生活機能低

下および各下位尺度機能低下（手段的自立低下，知的能動性低下，社会的役割低下）」

を，独立変数に「各活動量（SC・RLPA・RMVPA）のカテゴリ変数（4分位）と共

変量（年齢，性，脳血管疾患の既往歴・腰痛・膝痛の有無）」を投入し，各活動量の

第 1分位（Q1）を基準とした第 2分位から第 4分位（Q2，Q3，Q4）までのオッズ

比と 95%信頼区間（confidence interval: CI）を求めた．また，高次生活機能の階層性

と強度別の身体活動量との量・反応関係をトレンド検定によって検討した．さらに，
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高次生活機能と身体活動量の交絡要因として，両者への影響が大きいと考えられる

因子（性，年齢，疾患・関節痛）を考慮し，性（男性，女性），年齢（75 歳未満，

75 歳以上），疾患・関節痛の有無（無し，少なくとも 1 つを有する）に層別化し，

それぞれロジスティック回帰分析を施した．従属変数に「高次生活機能低下および

各下位尺度機能低下（手段的自立低下，知的能動性低下，社会的役割低下）」を，独

立変数に各活動量（SC・RLPA・RMVPA）のカテゴリ変数（4分位）を投入し，各

活動量の第 1分位（Q1）を基準とした第 2分位から第 4分位（Q2，Q3，Q4）まで

のオッズ比と 95% CIをそれぞれ層別化して求めた． 

すべての統計処理には IBM SPSS Statistics 21を用い，統計的有意水準は 5%

とした．  
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第 3節 結果 

（1）対象者の基本的特徴 

高次生活機能（総得点）が低下していた者は，331 名（40.6%）であった．

Table 4-1に，高次生活機能低下群と高次生活機能維持群で比較した対象者の基本的

特徴を統計値で示した．年齢，性，脳血管疾患の既往歴・腰痛・膝痛の有無の項目

で有意な群間差が認められた（P < 0.05）． 

  

Age, years
Sex, men/women
Height, cm
Weight, kg
Body mass index, kg/m2

Medication use, n (%)
Medical history, n (%)

Stroke
Hypertension
Diabetes 
Heart disease
Respiratory disease
Osteoporosis

Joint pain, n (%)
Low back pain
Hip pain
Knee pain

Table 4-1. Characteristics of the study population (n = 815).

73.6 ± 6.1 72.0 ± 5.8 < 0.001
0.042

151.8 ± 8.8 152.4 ± 7.6 0.354
54.5 ± 9.4 54.3 ± 9.0 0.824
23.6 ± 3.4 23.3 ± 3.1 0.393

0.103

0.005
0.305
0.687
0.238
1.000
0.149

0.008
0.249

< 0.001

Table 4-1. Characteristics of the study population (n = 815).

88/243 99/385

Group reduction Group maintain

111 (33.5) 95 (19.6)

P values
n = 331 n = 484

242 (73.1) 327 (67.7)

27 (8.2) 35 (7.2)

104 (31.4) 111 (22.9)
15 (4.5) 14 (2.9)

16 (4.8) 7 (1.4)
135 (40.8) 179 (37.0)

8 (2.4) 12 (2.5)
31 (9.4) 34 (7.0)

32 (9.7) 33 (6.8)

Physical activity
Step counts, steps/day 6446 ± 3155 7316 ± 3128 < 0.001
LPA, min/day
MVPA, min/day

53.7 ± 22.3 59.0 ± 22.6 0.005
15.2 ± 15.5 18.7 ± 15.1 < 0.001

RLPA, %
RMVPA, %
Wear time, min/day

Data are presented as mean ± standard deviation or n (%).
LPA: light physical activity, RLPA: rate of light physical activity, MVPA: moderate-vigorous physical
activity, RMVPA: rate of moderate-vigorous physical activity.

6.2 ± 2.5 6.7 ± 2.5 0.005
1.7 ± 1.8 2.1 ± 1.7 < 0.001

866.8 ± 92.5 879.4 ± 91.5 0.027
Data are presented as mean ± standard deviation or n (%).
LPA: light physical activity, RLPA: rate of light physical activity, MVPA: moderate-vigorous physical
activity, RMVPA: rate of moderate-vigorous physical activity.
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（2）高次生活機能の階層性と総身体活動量および身体活動強度との関連 

Figure 4-1に，高次生活機能（総得点）低下と各機能（下位尺度得点）低下

に対する SC，RLPA，RMVPAの Q1を基準とした Q2，Q3，Q4の調整済みオッズ

比と 95% CIを示した． 

高次生活機能（総得点）低下に対するオッズ比は，SC および RMVPA の

高値に伴い低値を示した．高次生活機能低下と SC，RMVPAの間には，有意な量・

反応関係が認められたものの（SC: P for trend = 0.024, RMVPA: P for trend = 0.044），

高次生活機能低下と RLPAには，有意な量・反応関係が認められなかった（RLPA: P 

for trend = 0.14）（figure 4-1-a）． 

社会的役割低下に対するオッズ比は，RLPA の高値に伴い低値を示した．

社会的役割低下と RLPAの間には，有意な量・反応関係が認められたものの（RLPA: 

P for trend = 0.003），社会的役割低下と SC, RMVPAには，有意な量・反応関係が認

められなかった（SC: P for trend = 0.050, RMVPA: P for trend = 0.427）（figure 4-1-b）． 

知的能動性低下と SC，RLPA，RMVPA の間には，有意な量・反応関係が

認められなかった（SC: P for trend = 0.796, RLPA: P for trend = 0.124, RMVPA: P for 

trend = 0.901）（figure 4-1-c）． 

手段的自立低下に対するオッズ比は，SC，RMVPAの高値に伴い低値を示

した．手段的自立低下と SC，RMVPAの間には，有意な量・反応関係が認められた

ものの（SC: P for trend = 0.005, RMVPA: P for trend < 0.001），手段的自立低下と RLPA
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の間には，有意な量・反応関係が認められなかった（RLPA: P for trend = 0.810）（figure 

4-1-d）． 
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Figure 4-1. Adjusted odds ratios and 95% confidence interval for reduction in 
hierarchical functional capacity according to the quartile of habitual physical 
activity. 
SC: step counts, RLPA: rate of light physical activity, RMVPA: rate of moderate-vigorous physical activity. 

Adjusted for age, sex, stroke, low back pain, and knee pain. 

SC range: Q1 [< 4659 steps/day], Q2 [4659 – 6604 steps/day], Q3 [6605 – 8918 steps/day], Q4 [> 8918 

steps/day]. RLPA range: Q1 [< 4.9%], Q2 [4.9 – 6.3%], Q3 [6.4 – 8.1%], Q4 [> 8.1%]. 

RMVPA range: Q1 [< 0.7%], Q2 [0.7 – 1.5%], Q3 [1.6 – 2.8%], Q4 [> 2.9%].  
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（3）高次生活機能の階層性と総身体活動量および身体活動強度との関連（男性） 

Table 4-2に，男性における高次生活機能（総得点）低下と各機能（下位尺

度得点）低下に対する SC，RLPA，RMVPAの Q1を基準とした Q2，Q3，Q4の調

整済みオッズ比と 95% CIを示した． 

高次生活機能（総得点）低下と各活動量には，有意な量・反応関係が認め

られなかった（SC: P for trend = 0.206，RLPA: P for trend = 0.487，RMVPA: P for trend 

= 0.179）．  

社会的役割低下に対するオッズ比は，RLPA の高値に伴い低値を示した．

社会的役割低下と RLPAの間には，有意な量・反応関係が認められたものの（RLPA: 

P for trend = 0.048），社会的役割低下と SC, RMVPAには，有意な量・反応関係が認

められなかった（SC: P for trend = 0.129, RMVPA: P for trend = 0.389）． 

知的能動性低下に対するオッズ比は，RMVPAの高値に伴い低値を示した．

知的能動性低下と RMVPA の間には，有意な量・反応関係が認められたものの

（RMVPA: P for trend = 0.035），社会的役割低下と SC, RLPAには，有意な量・反応

関係が認められなかった（SC: P for trend = 0.086, RLPA: P for trend = 0.867）． 

手段的自立低下に対するオッズ比は，SC，RMVPAの高値に伴い低値を示

した．手段的自立低下と SC，RMVPAの間には，有意な量・反応関係が認められた

ものの（SC: P for trend = 0.034, RMVPA: P for trend = 0.019），手段的自立低下と RLPA

の間には，有意な量・反応関係が認められなかった（RLPA: P for trend = 0.714）． 
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（4）高次生活機能の階層性と総身体活動量および身体活動強度との関連（女性） 

Table 4-3に，女性における高次生活機能（総得点）低下と各機能（下位尺

度得点）低下に対する SC，RLPA，RMVPAの Q1を基準とした Q2，Q3，Q4の調

整済みオッズ比と 95% CIを示した． 

高次生活機能（総得点）低下に対するオッズ比は，RMVPAの高値に伴い

低値を示した．高次生活機能低下と RMVPAの間には，有意な量・反応関係が認め

られたものの（RMVPA: P for trend = 0.033），高次生活機能低下と SC, RLPAには，

有意な量・反応関係が認められなかった（SC: P for trend = 0.430, RLPA: P for trend = 

0.257）． 

社会的役割低下に対するオッズ比は，RLPA の高値に伴い低値を示した．

社会的役割低下と RLPAの間には，有意な量・反応関係が認められたものの（RLPA: 

P for trend = 0.039），社会的役割低下と SC, RMVPAには，有意な量・反応関係が認

められなかった（SC: P for trend = 0.143, RMVPA: P for trend = 0.545）． 

知的能動性低下と各活動量の間には，有意な量・反応関係が認められなか

った（SC: P for trend = 0.607，RLPA: P for trend = 0.101，RMVPA: P for trend = 0.592）．  

手段的自立低下に対するオッズ比は，SC，RMVPAの高値に伴い低値を示

した．手段的自立低下と SC，RMVPAの間には，有意な量・反応関係が認められた

ものの（SC: P for trend = 0.020, RMVPA: P for trend < 0.001），手段的自立低下と RLPA

の間には，有意な量・反応関係が認められなかった（RLPA: P for trend = 0.524）． 
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（5）高次生活機能の階層性と総身体活動量および身体活動強度との関連（75 歳未

満） 

Table 4-4に，75歳未満における高次生活機能（総得点）低下と各機能（下

位尺度得点）低下に対する SC，RLPA，RMVPA の Q1 を基準とした Q2，Q3，Q4

の調整済みオッズ比と 95% CIを示した． 

高次生活機能（総得点）低下に対するオッズ比は，SCの高値に伴い低値を

示した．高次生活機能低下と SCの間には，有意な量・反応関係が認められたもの

の（SC: P for trend = 0.032），高次生活機能低下と RLPA，RMVPAには，有意な量・

反応関係が認められなかった（RLPA: P for trend = 0.086，RMVPA: P for trend = 0.146）． 

社会的役割低下に対するオッズ比は，SC・RLPAの高値に伴い低値を示し

た．社会的役割低下と SC，RLPAの間には，有意な量・反応関係が認められたもの

の（SC: P for trend = 0.005，RLPA: P for trend = 0.013），社会的役割低下と RMVPA

には，有意な量・反応関係が認められなかった（RMVPA: P for trend = 0.192）． 

知的能動性低下と各活動量の間には，有意な量・反応関係が認められなか

った（SC: P for trend = 0.949，RLPA: P for trend = 0.511，RMVPA: P for trend = 0.765）．  

手段的自立低下に対するオッズ比は RMVPA の高値に伴い低値を示した．

手段的自立低下と RMVPA の間には，有意な量・反応関係が認められたものの

（RMVPA: P for trend = 0.015），手段的自立低下と SC，RLPAの間には，有意な量・

反応関係が認められなかった（SC: P for trend = 0.098, RLPA: P for trend = 0.313）． 
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（6）高次生活機能の階層性と総身体活動量および身体活動強度との関連（75 歳以

上） 

Table 4-5に，75歳未満における高次生活機能（総得点）低下と各機能（下

位尺度得点）低下に対する SC，RLPA，RMVPA の Q1 を基準とした Q2，Q3，Q4

の調整済みオッズ比と 95% CIを示した． 

高次生活機能（総得点）低下に対するオッズ比は，RMVPAの高値に伴い

低値を示した．高次生活機能低下と RMVPAの間には，有意な量・反応関係が認め

られたものの（RMVPA: P for trend < 0.001），高次生活機能低下と SC，RLPAには，

有意な量・反応関係が認められなかった（SC: P for trend = 0.073，RLPA: P for trend = 

0.451）． 

社会的役割低下に対するオッズ比は，RMVPAの高値に伴い低値を示した．

社会的役割低下と RMVPA の間には，有意な量・反応関係が認められたものの

（RMVPA: P for trend = 0.013），社会的役割低下と SC，RLPAには，有意な量・反

応関係が認められなかった（SC: P for trend = 0.199，RLPA: P for trend = 0.450）． 

知的能動性低下と各活動量の間には，有意な量・反応関係が認められなか

った（SC: P for trend = 0.627，RLPA: P for trend = 0.587，RMVPA: P for trend = 0.069）．  

手段的自立低下に対するオッズ比は，SC，RMVPAの高値に伴い低値を示

した．手段的自立低下と SC，RMVPAの間には，有意な量・反応関係が認められた

ものの（SC: P for trend = 0.002，RMVPA: P for trend < 0.001），手段的自立低下と RLPA
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の間には，有意な量・反応関係が認められなかった（RLPA: P for trend = 0.314）． 
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（7）高次生活機能の階層性と総身体活動量および身体活動強度との関連（疾患・

痛み無し） 

Table 4-6 に，疾患および関節痛の無い者における高次生活機能（総得点）

低下と各機能（下位尺度得点）低下に対する SC，RLPA，RMVPA の Q1 を基準と

した Q2，Q3，Q4の調整済みオッズ比と 95% CIを示した． 

高次生活機能低下と各活動量には，有意な量・反応関係が認められなかっ

た（SC: P for trend = 0.149，RLPA: P for trend = 0.422，RMVPA: P for trend = 0.091）． 

社会的役割低下と各活動量には，有意な量・反応関係が認められなかった

（SC: P for trend = 0.110，RLPA: P for trend = 0.110，RMVPA: P for trend = 0.113）． 

知的能動性低下と各活動量の間には，有意な量・反応関係が認められなか

った（SC: P for trend = 0.958，RLPA: P for trend = 0.070，RMVPA: P for trend = 0.806）．  

手段的自立低下と各活動量の間には，有意な量・反応関係が認められなか

った（SC: P for trend = 0.305，RLPA: P for trend = 0.732，RMVPA: P for trend = 0.771）． 
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（8）高次生活機能の階層性と総身体活動量および身体活動強度との関連（疾患・

痛み有り） 

Table 4-7に，疾患および関節痛を 1つでも有する者における高次生活機能

（総得点）低下と各機能（下位尺度得点）低下に対する SC，RLPA，RMVPAの Q1

を基準とした Q2，Q3，Q4の調整済みオッズ比と 95% CIを示した． 

高次生活機能（総得点）低下に対するオッズ比は，RMVPAの高値に伴い

低値を示した．高次生活機能低下と RMVPAの間には，有意な量・反応関係が認め

られたものの（RMVPA: P for trend = 0.020），高次生活機能低下と SC，RLPAには，

有意な量・反応関係が認められなかった（SC: P for trend = 0.188，RLPA: P for trend = 

0.294）． 

社会的役割低下に対するオッズ比は，RMVPAの高値に伴い低値を示した．

社会的役割低下と RLPAの間には，有意な量・反応関係が認められたものの（RLPA: 

P for trend = 0.025），社会的役割低下と SC，RMVPAには，有意な量・反応関係が認

められなかった（SC: P for trend = 0.386，RMVPA: P for trend = 0.426）． 

知的能動性低下と各活動量の間には，有意な量・反応関係が認められなか

った（SC: P for trend = 0.994，RLPA: P for trend = 0.556，RMVPA: P for trend = 0.229）．  

手段的自立低下に対するオッズ比は，SC，RMVPAの高値に伴い低値を示

した．手段的自立低下と SC，RMVPAの間には，有意な量・反応関係が認められた

ものの（SC: P for trend = 0.005，RMVPA: P for trend < 0.001），手段的自立低下と RLPA
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の間には，有意な量・反応関係が認められなかった（RLPA: P for trend = 0.863）． 
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第 4節 考察 

研究課題 1-1では，一軸加速度計により評価された総身体活動量（SC）お

よび強度別身体活動量（RLPA, RMVPA）の多寡と高次生活機能の階層性（手段的

自立，知的能動性，社会的役割）との関連性を検討した．その結果，総身体活動量

と中高強度身体活動時間は，全体的な高次生活機能低下と最も低次な機能である手

段的自立と有意な関連が認められた．低強度身体活動時間は，最も高次な機能であ

る社会的役割と有意な関連が認められた． 

 

総合的な高次生活機能と総身体活動量および身体活動強度との関連	
 

田中ら（2006）は，330 名の地域在住高齢者を対象に，質問紙によって評

価された身体活動レベル（physical activity level: PAL）と高次生活機能との関連性を

横断的に検討している．独立変数を高次生活機能 3 群（13 点・12 点・11 点以下），

従属変数を PALとし，年齢・性を共変量とした共分散分析をおこなった結果，総合

得点において有意な群間差が得られたと報告している．総身体活動量と全体的な高

次生活機能の間に有意な量・反応関係が認められた本研究結果は，先行研究を支持

するものであった．客観的に評価された身体活動量であっても，高次生活機能と有

意に関連し，身体活動量を日常的に高く維持することで，高次生活機能の低下を抑

制できる可能性が示された． 

一方で，高次生活機能低下に対するオッズ比に着目してみると，総身体活
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動量と低強度身体活動量の第 4分位（最も活動量が多い群）のオッズ比は，第１分

位（最も活動量が少ない群）と比較して，有意差を示さなかった．これは，歩数が

約 4660 歩/日未満から 8920 歩/日以上に移行しても，あるいは，低強度身体活動時

間が約 40 分/日未満から 70 分/日以上に移行しても生活機能低下の該当率は有意に

変化しないことを意味しており，高次生活機能と総身体活動，低強度身体活動の「量」

そのものの実質的な関連度は弱いと考えられる．本研究では，一軸加速度計を用い

て身体活動量を評価したため，身体活動の「量」そのものを評価するという点では，

質問紙に比べ妥当性や信頼性が高いと考えられるが，「活動範囲」や「活動内容」な

ど，活動の「質」そのものを評価するには限界を有する．一方で，田中ら（2006）

は，質問紙を用いて身体活動量を評価しており，単純な活動の量だけではなく，家

事や仕事など生活内容をよく反映して評価していると考えられる．総身体活動量や

低強度身体活動と全体的な生活機能の実質的な関連度が弱かった本研究結果は，身

体活動量の評価方法の差異によるものと考えられる．身体活動の強度に着目してみ

ると，低強度身体活動時間と高次生活機能とは有意な関連が認められなかったもの

の，中高強度身体活動時間とは有意な関連が認められた．これらの結果を鑑みると，

全体的な高次生活機能は，総身体活動量と有意な関連を有するものの，その実質的

な関連度は中高強度身体活動時間と比較して弱く，かつ低強度身体活動量とは有意

に関連しないため，特に中高強度身体活動時間を増加させることで，高次生活機能

は良好に保持できる可能性が示された． 
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高次生活機能の階層性と身体活動強度との関連	
 

ここでは，高次生活機能の階層性と身体活動強度との関連から，高齢期に

おける低強度身体活動と中高強度身体活動の有用性について考察する． 

高次生活機能の中で最も高次（複雑）な概念である社会的役割は，中高強

度身体活動時間と有意な関連が認められなかったものの，低強度身体活動時間と，

有意な関連が認められた．低強度身体活動量が，社会的役割と関連するという知見

はこれまでのところ報告されていないため，課題 1-1 の結果から，高齢期における

低強度身体活動量の有用性が示された．社会的役割とは，友達の家の訪問，家族や

友達との相談，若い人に自分から話かけるような機能を指すが，これらの活動は，

低強度（自分のペース）で遂行する場合が多い．本研究では，低強度身体活動の内

容を評価していないため推察に留まるが，強度に拘らず自分の身体状態に応じた動

きによって社会活動に参加することで，社会的役割が維持されていると考えられる．

中高強度身体活動時間が，社会的役割と関連しなかった要因として，社会的役割に

は，身体活動の「強度」そのものよりも，身体活動の「範囲」が関連していると考

えられる．新開ら（2005）や Fujita et al.（1994）は，移動能力が保たれている高齢

者であっても，行動範囲が「閉じこもり」と定義されるほど極めて狭ければ，年齢

の影響を調整しても，その後の日常生活動作能力や手段的日常生活能力の障害発生

に悪影響を及ぼすと報告している．移動能力や中高強度身体活動量が保持されてい

ても，その活動範囲が狭く，社会的接点を有していなければ，社会的役割に良好な



 
 

第 4章 
研究課題 1-1 

 78 

影響を及ぼさない可能性がある．一般的に，ウォーキングなどの中高強度身体活動

をおこなう場合，その活動範囲は自宅周辺に限定され，かつ一人でおこなう場合が

多い．ウォーキング大会など地域のイベントに参加することは，活動範囲を拡大す

るうえで重要であると考えられるが，これらのイベントは多くても 1回/月程度であ

るため，中高強度身体活動に社会的接点を含めることは身体活動の継続性という観

点から難しいと考えられる．一方で，ラジオ体操などの低強度身体活動であれば，

公園や公民館など，地域コミュニティの中で実践することが可能であり，低強度身

体活動の継続化によって社会的役割は維持できるかもしれない．社会的役割を良好

に保持するには，強度に拘らず，活動範囲を可能な限り幅広く設け，社会的刺激が

伴う活動量を確保していくことが重要であると考えられる． 

知的能動性の低下には，すべての活動項目と有意な関連を示さなかった．

知的能動性は，本や新聞の購読，健康についての記事や番組に積極的に関心を示す

活動能力を指す．知的能動性が，すべての活動量と有意に関連しなかった要因とし

て，身体活動の「量」や「強度」そのものよりも，身体活動の「内容」が関連して

いると考えられる．先行研究によると，高齢者に絵本の読み聞かせ役や介護予防推

進ボランティア活動などの知的な活動機会を提供したところ，高次生活機能の低下

が抑制されたと報告されている（Fried et al., 2004; Tan et al., 2006; Tan et al., 2009; 藤

原ら，2005; 島貫ら, 2006）．社会的役割と同様に，身体活動の「量」が多くても，

その活動に知的・社会的内容が含まれていなければ，知的能動性に良好な影響を及
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ぼさない可能性がある．知的能動性を良好に維持していくためには，身体活動を提

供するだけでなく，高齢者の知的好奇心（例えば，疾患の原因を説明するだけでな

く，その原因に対する適切な身体活動処方や，身体活動が高齢者の体に及ぼす生理

学的機序をわかりやすく説明するなど）が喚起されるような働きかけも重要である

と考えられる． 

高次生活機能の中で最も低次な概念である手段的自立は，低強度身体活動

時間と有意な関連が認められなかったものの，総身体活動量および中高強度身体活

動時間と有意な関連を示した．客観的に評価された身体活動量が，手段的自立と関

連するという知見はこれまで報告されていないため，歩数や中高強度身体活動の有

用性が示された．手段的自立とは，バスなどの交通機関の利用，買い物，銀行預金

の出し入れなどに必要な活動能力であり，これらの能力は，歩数や中高強度身体活

動時間を日常的に確保することで良好に維持できる可能性が示された．手段的自立

機能を遂行するに必要な能力は，さらに低次の概念である基本的な日常生活動作（移

動や椅子からの立ち上がり，バランスの保持など）によって説明される．日常的に

中高強度身体活動を多く実践している者は，良好な日常生活動作を保持することで，

手段的自立の低下を結果的に抑制している可能性がある．研究課題 1-2 では，日常

生活動作と身体活動パターンとの関連を明らかにし，身体活動のパターンが日常生

活動作に及ぼす影響について推察する．  
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性，年齢，疾患・関節痛が身体活動量と高次生活機能の関連性に及ぼす影響 

男性と女性で層別化して高次生活機能と身体活動量との関連を分析した結

果，両者の関連性に大きな違いはみられなかった．一方で，75 歳未満と 75 歳以上

で層別化して身体活動量と高次生活機能の関連性を検討した結果，75歳未満では低

強度身体活動時間が社会的役割と有意な関連を示したものの，75歳以上では，中高

強度身体活動時間が社会的役割と有意な関連を示した．また，疾患や関節痛を有さ

ない者と有する者で層別化して身体活動量と高次生活機能との関連性を検討した結

果，疾患や関節痛を有さない者では，身体活動量はすべての高次生活機能項目と有

意な関連性を示さなかったものの，疾患や関節痛を有する者では，歩数や低強度身

体活動時間，中高強度身体活動時間が，全体的な高次生活機能や社会的役割，手段

的自立と有意に関連していた．これら一連の結果から，高次生活機能と身体活動量

との関連性は，性によって異なる関連性を有する可能性は少ないものの，年齢や疾

患・関節痛等の健康状態によって両者（高次生活機能と身体活動量）に異なった関

連性が有する可能性が示された．年齢が高く，疾患や関節痛を有する集団で，より

強い強度や多い身体活動量が良好な高次生活機能と関連していたことから，身体的

な虚弱度が進んだ高齢者の方が，高次生活機能に対する身体活動の「強度」や「量」

そのものの恩恵（有益性）を高く享受できる可能性が示された． 

以上の課題 1-1 の結果から，高次な機能（社会的役割）は，低強度身体活

動時間と有意に関連し，機能が低次（手段的自立）に移行するとことで，中高強度
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身体活動時間と有意に関連する可能性が示唆された．つまり，高次な機能である社

会的役割は，身体活動の強度に依存しないが，低次な機能である手段的自立は身体

活動の強度に依存する可能性が示された．一方で，知的能動性は身体活動の「量」

と関連しなかったことから，知的能動性の低下をより早期に抑制するには，身体活

動の「量」ではなく，活動の「質」を重視した予防策を講じることが望ましいと考

えられる．また，身体活動の「強度」や「量」そのものは，身体的な虚弱度が高い

高齢者の方が高次生活機能の保持に有効である可能性が示された．加齢が著しく進

み，疾患や関節痛を有していたとしても，定期的に身体活動を実践することの重要

性が示された． 
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第 5節 結語 

客観的に評価された身体活動量は，総合的な高次生活機能と関連する可能

性が示され，特に中高強度身体活動を実践することの有用性が明らかとなった．生

活機能の低下過程に着目すると，最も高次な機能（社会的役割）は低強度身体活動

と有意に関連し，最も低次な機能（手段的自立）は中高強度身体活動と有意に関連

したことから，機能低下が進んでいない段階では身体活動の「強度」や「量」その

もの以外に注視した予防策が必要であるが，機能低下が進んだ状態では「強度」や

「量」に着目し，特に中高強度身体活動を促すような身体活動施策を講じることの

重要性が示唆された． 
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第 5章 

第 1節 

研究課題 1-2-a 

日常生活動作と中高強度身体活動時間との関連 
 

【Research question】 

高齢期における中高強度身体活動時間は，日常生活動作と性，年齢，疾患・関節痛

の有無等の交絡要因から独立して有意に関連するか？ 

 

第 1項 緒言 

研究課題 1-1 の結果から，高齢期における高次生活機能の低下過程に着目

すると，客観的に評価された身体活動は，低次な概念である手段的自立機能と最も

よく関連する可能性が示された．身体活動の「強度」や「量」そのものは，低次な

概念に移行すると有意に関連すると考えられる．手段的自立とは，バスや電車を利

用して 1人で外出する能力や，日用品の買い物，食事の準備などをおこなう機能を

指すが，これらの能力は，さらに低次の概念である日常生活動作によって構成され

ている．これらの一連の動作を遂行するに必要な日常生活動作（歩行，椅子からの

立ち座り，バランスの保持）と身体活動の「強度」や「量」そのものとの関連につ

いては，いくつか検討する余地が残されている． 

高齢者の日常生活動作と加速度計によって評価した身体活動量との関連を
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検討した先行研究は，著者が知る限りこれまで 5件報告されている（Gerdhem et al., 

2008; Puthoff et al., 2008; Zalewski et al., 2009; Aoyagi et al., 2009; Morie et al., 2010）．そ

れらの報告によると，総身体活動量や一定の強度を有する身体活動（中高強度身体

活動時間）が多いと，日常生活動作も良好であることが示されている（Gerdhem et al., 

2008; Aoyagi et al., 2009）．しかし，1）いずれの研究も対象者数が少なく（研究対象

者は 200名に満たない），日常生活動作と加速度計によって評価された身体活動量が

関連するか一致した見解は得られていない．2）また，加速度計によって評価された

身体活動量が日常生活動作とその他の交絡要因（性や年齢，疾患・関節痛など）か

ら独立して関連するか十分に検討されていない． 

そこで研究課題 1-2-a では，加速度計を用いて中高強度身体活動時間を推

量し，高齢期における中高強度身体活動時間と日常生活動作との関連性を横断的に

検討することを目的とした．  
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第 2項 方法 

（1）対象者 

対象者は，要支援・要介護の非認定者で，2008-2013 年の茨城県八千代町

の二次予防事業と茨城県阿見町，千葉県袖ケ浦市，福島県会津美里町，神奈川県横

浜市の一次予防事業，および筑波大学で開催した体力測定会に参加した 60歳以上の

地域在住高齢者 1,039 名とした．対象者の募集は，新聞の折込みチラシや，各自治

体の広報誌，自治体職員による参加奨励などを通しておこなった．すべての対象者

に，測定データ使用に関する説明を個別に口頭でおこない，研究の目的や体力測定

および質問紙調査内容を説明した上で，随時，測定を拒否できることを確認し，書

面にてデータ使用の同意を得た．対象者のうち，1）加速度計データの分析条件（前

述記載）を満たさなかった者 216 名（20.8%），2）杖や支えなどの補助器具を必要

とし，自力でのパフォーマンス測定が困難であった者や質問紙に欠損があった者 24

名（2.3%）を除外し，最終的に 799 名（76.9%）を分析の対象とした．本研究は，

筑波大学大学院人間総合科学研究科研究倫理委員会の承認を受けた（No. 696）． 

 

（2）測定項目および測定方法 

形態指標（身長，体重など），身体活動量（座位行動時間，RSB，低強度身

体活動時間，RLPA，中高強度身体活動時間，RMVPA），日常生活動作 3項目（5回

椅子立ち上がり，timed up and go，開眼片足立ち，）を測定し，既往歴・関節痛・服
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薬の有無に関するインタビュー調査をおこなった．これらは，すべて，第 3章「測

定項目と測定方法」に示した方法により測定した． 

 

（3）統計解析 

各項目の測定値は，平均値 ± 標準偏差または該当者数（%）で示した．多

変量解析で調整する変数を決定するため，各日常生活動作を 2 分位（5 回椅子立ち

上がり低位群（> 6.9秒）と 5回椅子立ち上がり高位群（≤ 6.8秒），timed up and go

低位群（> 6.4秒）と timed up and go高位群（≤ 6.3秒），開眼片足立ち低位群（≤ 38.7

秒）と開眼片足立ち高位群（＞38.8秒））に分類し，各日常生活動作低位群と高位群

の形態指標，服薬の有無，疾患の有無，関節痛の有無，各活動項目の比較に，

Mann-Whitneyの U検定および χ2検定を適用した．RMVPAを人数から 4分位（Q1:  

≤ 0.7%, Q2: 0.8-1.5%, Q3: 1.6-2.9%, Q4: ≥ 3.0%）に分類し，日常生活動作との傾向性

を Jonckheere terpstra trend testによって評価した．また，RMVPAと各日常生活動作

との関連度を，Spearman の順位相関係数（ρ）によって評価した．RMVPA が，共

変量から独立して日常生活動作と関連するか検討するために，stepwise 法による重

回帰分析をおこなった．重回帰分析では，従属変数に日常生活動作，独立変数に

RMVPA，および各日常生活動作低位群と高位群で有意差を認めた項目を共変量と

して投入した．さらに，日常生活動作と中高強度身体活動時間の交絡要因として，

両者への影響が大きいと考えられる因子に配慮し，性（男性，女性），年齢（75 歳
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未満，75 歳以上），疾患・関節痛の有無（無し，少なくとも 1 つを有する）に層別

化し，それぞれ重回帰分析をおこなった．層別化による重回帰分析では，従属変数

に日常生活動作，独立変数に RMVPAおよび共変量を投入した．すべての重回帰分

析における独立変数間の最大相関係数は-0.255（年齢と RMVPA），多重共線性の危

険性を示す尺度である variance inflation factor（VIF）は，最大で 1.10であり許容で

きる値であることを確認した． 

すべての統計処理には統計解析ソフト IBM SPSS Statistics Version 21を用

い，統計的有意水準は 5%とした．  
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第 3項 結果 

（1）対象者の基本的特徴 

Table 5-1-1に，対象者の基本的特徴を各日常生活動作低位群と高位群から

比較した統計値を示した． 

5回椅子立ち上がり低位群と 5回椅子立ち上がり高位群の群間では，年齢，

身長，BMI，座位行動時間，低強度身体活動時間，中高強度身体活動時間，RSB，

RLPA，RMVPA，装着時間，服薬・心疾患・腰痛・膝痛の有無に有意差を認めた（P 

< 0.05）． 

Timed up and go低位群と timed up and go高位群の群間では，年齢，性，身

長，体重，BMI，座位行動時間，低強度身体活動時間，中高強度身体活動時間，RSB，

RLPA，RMVPA，装着時間，服薬・高血圧・糖尿病・心疾患・呼吸器疾患・腰痛・

膝痛の有無に有意差を認めた（P < 0.05）． 

開眼片足立ち低位群と開眼片足立ち高位群の群間では，年齢，身長，BMI，

座位行動時間，低強度身体活動時間，中高強度身体活動時間，RSB，RLPA，RMVPA，

装着時間，服薬・高血圧・糖尿病・心疾患・膝痛の有無に有意差を認めた（P < 0.05）． 
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（2）日常生活動作と RMVPAの関連（単変量解析） 

Figure 5-1-1 に，RMVPA4 分位と各日常生活動作との傾向性検定の結果を

示した．すべての日常生活動作と RMVPAに量・反応関係（P < 0.001）を認め，高

い RMVPAは，良好な日常生活動作と関連していた．また，RMVPAと日常生活動

作との関連度を示す順位相関係数 ρについても，すべての日常生活動作項目で有意

な関連が認められた（5回椅子立ち上がり: ρ = -0.373, timed up and go: ρ = -0.369, 開

眼片足立ち: ρ = 0.297, P < 0.001）． 
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Figure 5-1-1. Association between quartile of rate of moderate-vigorous 
physical activity and performance of daily living. 
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（3）日常生活動作と RMVPAの関連（多変量解析） 

Table 5-1-2に，各日常生活動作を従属変数，RMVPAおよび共変量を独立

変数とした stepwise 法による重回帰分析の結果を示した．すべての重回帰式で，

RMVPAは，各日常生活動作項目と有意な関連が認められ（5回椅子立ち上がり: β = 

-0.24, timed up and go: β = -0.21，開眼片足立ち: β = 0.15, P < 0.001），いずれも RMVPA

の高値は，良好な日常生活動作と関連していた． 

 

 

  

Significant
Independent value

Repeated chair stand Age 0.35 < 0.001
RMVPA -0.24 < 0.001
Body mass index 0.10 0.001
Low back pain 0.09 0.003
Knee pain 0.09 0.003

Timed up & go Age 0.43 < 0.001
RMVPA -0.21 < 0.001
Knee pain 0.12 < 0.001
Body mass index 0.12 < 0.001
Sex 0.12 < 0.001
Diabetes 0.10 < 0.001
Low back pain 0.07 0.017

Single leg stance Age -0.41 < 0.001
Body mass index -0.13 < 0.001
RMVPA 0.15 < 0.001
Diabetes -0.13 < 0.001
Knee pain -0.10 0.001

Independent values:  RMVPA, age, medication use, heart disease, osteoporosis, low back pain, and knee pain.

0.27

0.29

0.36

Table 5-1-2. Multiple regression analysis to identify the association between rate of moderate-vigorous
physical activity and performance of daily living by stepwise (n = 799).

Dependent value β P for value Adjusted R2
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（3）日常生活動作と RMVPAの関連（層別化解析） 

Table 5-1-3に，各日常生活動作を従属変数，RMVPAおよび共変量を独立

変数とした性・年齢・疾患・関節痛の有無による層別化分析の結果を示した．すべ

ての重回帰式で，RMVPA は，各日常生活動作項目と有意な関連が認められ，いず

れも RMVPAの高値は，良好な日常生活動作と関連していた． 

 

 

  

β P β P β P β P β P β P
Repeated chair stand -0.28 < 0.001 -0.25 < 0.001 -0.24 < 0.001 -0.32 < 0.001 -0.30 < 0.001 -0.24 < 0.001
Single leg stance 0.20 0.005 0.14 < 0.001 0.13 0.002 0.23 < 0.001 0.13 0.036 0.17 < 0.001
Timed up and go -0.22 0.001 -0.22 < 0.001 -0.20 < 0.001 -0.30 < 0.001 -0.22 < 0.001 -0.23 < 0.001

n = 562

Note: β  = standard partial regression coefficient for rate of moderate-vigorous physical activity.
*: Adjusted for age, body mass index, and medical histories and joint pains.
†: Adjusted for age, sex, body mass index, and medical histories and joint pains.
‡: Adjusted for age, sex, and body mass index.

n = 187 n = 612 n = 528 n = 271 n = 237

Table 5-1-3. Stratified multiple regression analysis to identify the association between rate of moderate-
vigorous physical activity and performance of daily living by forced entry (n = 799).

Age† Number of medical histories
and joint pains‡

< 75 years old ≥ 75 years old 0 ≥ 1

Sex*

Men Women
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第 4項 考察 

 研究課題 1-2-a では，客観的に評価された中高強度身体活動時間が，日常

生活動作と独立して関連するか 799名の高齢者を対象に横断的に検討した．世界的

にみても，加速度計によって評価された中高強度身体活動時間と高齢期の日常生活

動作との関連性を大規模に検討した研究は見当たらない．本研究の結果，中高強度

身体活動時間は，日常生活動作と有意に関連し，多い中高強度身体活動時間は，良

好な日常生活動作（素早い移動や立ち座り，長いバランス保持時間）と他の交絡要

因（年齢や疾患，関節痛等）から独立して関連することが示された．また，層別化

分析の結果，中高強度身体活動時間は，すべての層（女性と男性，75 歳未満と 75

歳以上，疾患・関節痛有さないと疾患・関節痛を 1つ以上有する）で日常生活動作

と有意に関連していた．このことから，性や年齢，疾患・関節痛等を考慮しても中

高強度身体活動を実践することの日常生活動作に対する有効性が示された． 

 Aoyagi et al.（2009）は，中之条研究に参加した 65-84歳の地域在住高齢者

170 名の日常生活動作（歩行速度，等尺性膝伸展筋力，動的・静的バランス能力）

と加速度計を用いて評価した身体活動量との関連性を検討した．その結果，中高強

度身体活動時間は，バランス能力と有意な関連が認められなかったものの，歩行速

度（r = 0.27, P < 0.05）や等尺性膝伸展筋力（r = 0.25, P < 0.05）と有意な正の相関関

係が認められたと報告している．Gerdhem et al.（2007）は，Malmö OPRA studyに参

加したスウェーデン人高齢女性 57名（すべて 80歳）の日常生活動作（通常歩行速
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度，等尺性膝伸展・屈曲筋力，静的バランス）と加速度計を用いて評価した中高強

度身体活動時間との関連性を検討した．その結果，中高強度身体活動時間は，通常

歩行速度と有意な相関係数が得られたものの（r = 0.41, P = 0.002），等尺性膝伸展・

屈曲筋力（r = 0.21, P = 0.160; r = 0.15, P = 0.307）や静的バランス（r = 0.07, P = 0.60）

とは有意な相関関係が認められなかったと報告している．いずれの研究も，日常的

な中高強度身体活動時間が歩行速度と有意に関連する点で，本研究の結果と一致し

ていた．下肢筋力と中高強度身体活動時間との関連については，Aoyagi et al.（2009）

の報告では，両者に有意な関連が認められたものの，Gerdhem et al.（2007）の報告

では両者に有意な関連がみられなかったことから，中高強度身体活動が高齢者の下

肢筋力に関連するかどうか，一致した見解が得られていない．本研究の結果から，

中高強度身体活動時間と下肢筋力の評価指標である 5回椅子立ち上がりに有意な相

関関係（ρ = -0.459, P < 0.001）と量・反応関係（P for trend < 0.001）が認められた．

また，年齢以外の交絡要因（服薬・心疾患・骨粗鬆症・腰痛・膝痛の有無）で調整

しても，有意に独立して関連したことから，本研究結果は，Aoyagi et al.（2009）の

報告を支持している結果となった．中高強度身体活動時間とバランス能力の関連に

ついては，先行研究では関連がみられなかったものの，本研究結果では，中高強度

身体活動時間と静的なバランス能力の評価指標である開眼片足立ちに，有意な相関

関係（ρ = 0.345, P < 0.001）と量・反応関係（P for trend < 0.001）に加え，その他の

交絡要因を調整した重回帰分析でも，中高強度身体活動時間が有意な独立変数とし
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て採択された（β = 0.15, P < 0.001）．客観的に評価された中高強度身体活動量が，高

齢者のバランス能力と関連するという本研究結果は，新しい知見であると考えられ

る．Gerdhem et al.（2007）は，中高強度身体活動量とバランス能力に関連がみられ

なかった要因として，少ない対象者数（57名）で関連性を検討したことを，研究の

限界で述べている．本研究では，両者の関連性を検討するにあたり，十分な対象者

数（799 名）をもとに検定したことにより，有意な関連性が認められたと考えられ

る． 
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第 5項 結語 

課題 1-2-a の結果から，日常的な中高強度身体活動量は，高齢者の日常生

活動作と性，年齢，疾患・関節痛等の交絡要因から独立して有意に関連することが

示された．日常生活の中で，なるべく多くの中高強度身体活動時間を確保すること

で，素早い移動や，椅子からの立ち座り，安定したバランス能力が保持され，日常

生活動作が良好に保持される可能性が示された． 
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第 5章  

第 2節 

研究課題 1-2-b 

日常生活動作と低強度身体活動時間との関連 

 

【Research question】 

高齢期における低強度身体活動時間は，性や年齢，疾患・関節痛の有無等の交絡要

因および中高強度身体活動時間から独立して日常生活動作と関連するか？ 

 

【関連論文】 

Osuka et al. Association between habitual light-intensity physical activity and 

lower-extremity performance: a cross-sectional study of community-dwelling older 

Japanese adults. Geriatrics & Gerontology International（in press）. 

 

第 1項 目的 

研究課題 1-2-a の結果から，中高強度身体活動時間が多いと，日常生活動

作が良好であることが示された．一方で，高齢者の日常生活時間の内訳は，低強度

身体活動時間が 21.3%を占め，中高強度身体活動時間は，1%未満であることが報告

されている（Arnardottir et al., 2013）．低強度身体活動時間は，中高強度身体活動時
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間の 20倍以上にあたるため，中高強度身体活動だけでなく，家事や散歩など低強度

身体活動も，高齢者の日常生活動作と有意に関連する可能性がある．Buman et al.

（2010）は，The Senior Neighborhood Quality of Life Studyに参加した 65歳以上の高

齢者 862名を対象に，自己報告による下肢機能評価と加速度計評価による身体活動

量との関連を混合効果モデルによって横断的に検討した．その結果，共変量で調整

しても，長い低強度身体活動時間は，良好な自己下肢機能評価と関連すると報告し

ている．したがって，中高強度身体活動時間に限らず，低強度身体活動時間を確保

することで，高齢者の日常生活動作を良好に維持できる可能性があると考えられる

が，Buman et al.（2010）の調査では，下肢機能を自己報告から評価しており，客観

的な手法による下肢の機能評価を今後の研究課題としている． 

そこで研究課題 1-2-b では，パフォーマンステストを用いて日常生活動作

を評価し，高齢期における低強度身体活動時間との関連を横断的に検討することを

目的とした．研究課題 1-2-a では，中高強度身体活動時間が，日常生活動作の独立

した関連要因であることが示されたことから，低強度身体活動時間そのものと日常

生活動作との関連性を検討する場合，年齢や疾患，関節痛だけでなく中高強度身体

活動時間で調整する必要があると考えられる．低強度身体活動時間が中高強度身体

活動時間から独立して日常生活動作と関連するかについても検討課題とした． 
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第 2項 方法 

（1）対象者 

対象者は，課題 1-2-aで示したとおりである． 

 

（2）測定項目および測定方法 

形態指標（身長，体重など），身体活動量（低強度身体活動時間，中高強度

身体活動時間，RLPA，RMVPA），日常生活動作 3項目（5回椅子立ち上がり，timed 

up and go，開眼片足立ち）を測定し，既往歴・関節痛・服薬の有無に関するインタ

ビュー調査をおこなった．これらは，すべて，第 3章「測定項目と測定方法」に示

した方法により測定した． 

 

（3）統計解析 

各項目の測定値は，平均値 ± 標準偏差または該当者数（%）で示した． 

RLPAを人数から 4分位（Q1: ≤ 4.8%, Q2: 4.9-6.3%, Q3: 6.4-8.0%, Q4: ≥ 8.0%）に分類

し，日常生活動作との傾向性を Jonckheere terpstra trend testによって評価した．また，

RLPA と日常生活動作との関連度を，Spearman の順位相関係数（ρ）によって評価

した．低強度身体活動時間が，日常生活動作と独立して関連するか検討するために，

stepwise 法による重回帰分析をおこなった．重回帰分析では，従属変数に日常生活

動作，独立変数に 2つのモデル（モデル 1，モデル 2）を階層的に投入した．モデル
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1 では RLPA，および日常生活動作低位群と日常生活動作高位群で有意差がみられ

た項目を共変量として投入し，モデル 2ではモデル 1にRMVPAを加えて投入した．

さらに，日常生活動作と低強度身体活動時間の交絡要因として，両者への影響が大

きいと考えられる因子に配慮し，性（男性，女性），年齢（75歳未満，75歳以上），

疾患・関節痛の有無（無し，少なくとも 1つを有する）に層別化し，それぞれ重回

帰分析をおこなった．層別化による重回帰分析では，従属変数に日常生活動作，独

立変数に RLPAおよび共変量を投入した．重回帰分析における変数間の最大相関係

数は 0.44（RMVPAとRLPA），多重共線性の危険性を示す尺度である variance inflation 

factor（VIF）は，最大で 1.30であり，それぞれ許容できる値であることを確認した． 

すべての統計処理には統計解析ソフト IBM SPSS Statistics Version 21を用

い，統計的有意水準は 5%とした．  
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第 3項 結果 

（1）日常生活動作と RLPAの関連（単変量解析） 

Figure 5-2-1 に，RLPA4 分位と日常生活動作との傾向性検定の結果を示し

た．すべての日常生活動作と RLPAに量・反応関係（P < 0.001）を認め，高い RLPA

は，良好な日常生活動作と関連していた．また，RLPA と日常生活動作との関連度

を示す順位相関係数 ρについても，すべての日常生活動作項目で有意な関連が認め

られた（5回椅子立ち上がり: ρ = -0.219, timed up and go: ρ = -0.275，開眼片足立ち: ρ 

= 0.231, P < 0.001）． 
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Figure 5-2-1. Association between quartile of rate of light physical activity and 
performance of daily living. 
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（2）日常生活動作と RLPAの関連（多変量解析） 

Table 5-2-1に，各日常生活動作を従属変数，モデル 1およびモデル 2をそ

れぞれ独立変数とした stepwise法による重回帰分析の結果を示した．モデル 1の重

回帰式では，RLPAは，timed up and goと有意な関連が認められ（timed up and go: β 

= -0.06，P = 0.036），RLPAの高値は良好な timed up and goと関連していた．一方で，

モデル 2の重回帰式では RLPAは，すべての重回帰式で有意な独立変数として採択

されず，RMVPA が有意な独立変数としてすべての重回帰式で採択され（5 回椅子

立ち上がり: β = -0.24, timed up and go: β = -0.21，開眼片足立ち: β = 0.15, P < 0.001），

いずれも RMVPAの高値は，良好な日常生活動作と関連していた． 

 
  

Significant Significant
Independent value Independent value

Repeated chair stand Age 0.40 < 0.001 Age 0.35 < 0.001
Knee pain 0.12 < 0.001 RMVPA -0.24 < 0.001
Body mass index 0.12 < 0.001 Body mass index 0.10 0.001
Low back pain 0.11 < 0.001 Low back pain 0.09 0.003

Knee pain 0.09 0.003
Timed up & go Age 0.49 < 0.001 Age 0.43 < 0.001

Knee pain 0.14 < 0.001 RMVPA -0.21 < 0.001
Body mass index 0.12 < 0.001 Knee pain 0.12 < 0.001
Sex 0.12 < 0.001 Body mass index 0.12 < 0.001
Low back pain 0.09 0.003 Sex 0.12 < 0.001
Diabetes 0.09 0.004 Diabetes 0.10 < 0.001
RLPA -0.06 0.036 Low back pain 0.07 0.017

Single leg stance Age -0.45 < 0.001 Age -0.41 < 0.001
Body mass index -0.14 < 0.001 Body mass index -0.13 < 0.001
Knee pain -0.12 < 0.001 RMVPA 0.15 < 0.001
Diabetes -0.12 < 0.001 Diabetes -0.13 < 0.001

Knee pain -0.10 0.001

Table 5-2-1. Multiple regression analysis to identify the association between rate of light physical activity and
performance of daily living by stepwise (n = 799).

β P for value Adjusted R2 β
Dependent value

Model 1 Model 2

Adjusted R2

0.33 0.36

P for value

0.27

Model 1: Independent value = RLPA, age, body mass index, heart disease, osteoporosis, and hip pain.
Model 2: Model1 + RMVPA.
RLPA: rate of light physical activity, RMVPA: rate of moderate-vigorous physical activity.

0.29

0.22 0.27
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（3）日常生活動作と RLPAの関連（層別化解析） 

Table 5-2-2に，各日常生活動作を従属変数，RLPAと共変量をそれぞれ独

立変数とした性，年齢，疾患・関節痛の有無による層別化分析の結果を示した．75

歳未満の重回帰式では，RLPAは，5回椅子立ち上がりと有意な関連が認められ（5

回椅子立ち上がり: β = 0.17，P < 0.036），RLPAの高値は遅い 5回椅子立ち上がりと

関連していた．また，疾患・関節痛を有さない群の重回帰式でも，RLPA は，5 回

椅子立ち上がりと有意な関連が認められ（5回椅子立ち上がり: β = 0.17，P = 0.007），

RLPA の高値は遅い 5 回椅子立ち上がりと関連していた．その他の重回帰式では， 

RLPAは各日常生活動作と有意な関連が認められなかった．  

 

 

  

β P β P β P β P β P β P
Repeated chair stand 0.08 0.291 0.05 0.169 0.17 < 0.001 -0.07 0.267 0.17 0.007 0.02 0.587
Single leg stance -0.04 0.562 -0.02 0.601 0.00 0.988 -0.09 0.158 -0.05 0.471 -0.02 0.576
Timed up and go 0.07 0.307 -0.01 0.890 0.07 0.103 -0.05 0.374 0.09 0.155 -0.01 0.748

Table 5-2-2. Stratified multiple regression analysis to identify the association between rate of light physical
activity and performance of daily living by forced entry (n = 799).

Sex* Age† Number of medical histories
and joint pains‡

Men Women < 75 years old ≥ 75 years old 0 ≥ 1
n = 528 n = 271 n = 237 n = 562

Note: β = standard partial regression coefficient for rate of light physical activty.
*: Adjusted for age, body mass index, medical histories and joint pains, and rate of moderate-vigorous physical activity.
†: Adjusted for age, sex, body mass index, medical histories and joint pains, and rate of moderate-vigorous physical activity.
‡: Adjusted for age, sex, body mass index, and rate of moderate-vigorous physical activity.

n = 187 n = 612
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第 4項 考察 

課題 1-2-a や先行研究から，多い中高強度身体活動時間は良好な日常生活

動作と有意に関連することが確認されたものの，客観的に評価された低強度身体活

動時間が，高齢者の日常生活動作と関連するか検討した研究は，著者が知る限りで

は見当たらない．課題 1-2-b では，低強度身体活動時間の多寡が，中高強度身体活

動時間から独立して日常生活動作と関連するという仮説の検証を試みた．低強度身

体活動時間は，日常生活動作と有意な量・反応関係および相関係数が認められたも

のの，重回帰分析を用いて低強度身体活動時間が中高強度身体活動時間から独立し

て日常生活動作と関連するか検討したところ，低強度身体活動時間は有意な独立変

数として採択されず，中高強度身体活動時間が有意な独立変数として採択された． 

 

低強度身体活動時間と日常生活動作との関連	
 

 低強度身体活動時間が，日常生活動作と独立して有意に関連しなかった要

因は，次の 3つが考えられる．第 1に，Buman et al.（2010）は，多い低強度身体活

動時間は良好な下肢機能と関連することを報告したが，下肢機能を自己報告から評

価しており，パフォーマンステストを用いて評価した本研究と比較して，データの

質が客観性という点で異なる．高齢期の下肢機能は，多様な要因が複合的に絡み合

って低下することから（Onder et al., 2006; Hubscher et al., 2010; Davison., 2002; Visser 

et al., 2005; MacDermott et al., 2003），自己報告による下肢機能の評価は，客観的に機
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能を評価した場合よりも過大に報告する可能性が示されている（Merrill et al., 1997）．

Buman et al.（2010）の研究は，下肢機能を実際よりも過大に評価し，低強度身体活

動時間との直接的な因果関係を歪めた可能性がある．低強度身体活動時間と日常生

活動作に直接的な関連が認められなかった本研究結果は，データの客観性から新た

な知見を示すものと考えられる．第 2に，高齢期における日常生活動作は，低強度

身体活動時間そのものよりも，中高強度身体活動時間が強く関連する可能性がある．

傾向性の検定や単相関分析，モデル 1を独立変数とした重回帰式において，低強度

身体活動時間は日常生活動作と有意な正の関係を示していたものの，モデル 1での

共変量に RMVPAを加えたモデル 2では，両者の関連性は消失している．日常生活

を営むうえで必要なヒトの筋力は，最大筋力の 20-35%の筋収縮によって保持される

と考えられているが，逆に，日常生活動作での筋収縮力が最大筋力の 20%以下であ

れば，筋力は徐々に低下すると報告されている（猪飼, 2005）．つまり，個人差はあ

るものの，一定の強度を有する活動を日常的に実践しなければ，加齢による筋力や

バランス能力の低下を抑制することは難しく，本研究で使用した加速度計が示す「低

強度身体活動」では，日常生活動作に良好な影響を及ぼす可能性は低いと考えられ

る．第 3に，日常生活動作には，様々な交絡要因が複合的に関連しており（Onder et 

al., 2006; Hubscher et al., 2010; Davison., 2002; Visser et al., 2005; MacDermott et al., 

2003），低強度身体活動時間との直接的な関係を弱めた可能性がある．実際に，いく

つかの交絡要因（BMIや関節痛）は，低強度身体活動時間よりも日常生活動作とよ
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く関連していた．今後は，疾患や関節痛の「有無」だけでなく，より詳細な疾患や

関節痛の情報をもとに，低強度身体活動時間と日常生活動作との関連性を検討する

ことで，低強度身体活動時間の疾患・関節痛別の有効性が新たに示されると考えら

れる． 

 

低強度身体活動時間の捉え方	
 

 ここでは，低強度身体活動量と日常生活動作との関連性を考察し，高齢期

における低強度身体活動量の有用性について説明する．研究課題 1-2-bの結果から，

低強度身体活動時間は，日常生活動作と直接的な関連が認められなかった．しかし，

本研究でも低強度身体活動時間と日常生活動作には有意な相関関係や量・反応関係

が認められている．身体的な虚弱化が著しく進み，活動強度が 4（3.6METs）以上の

活動時間を確保することが難しい高齢者では，日常生活で実践している活動の強度

という概念を考慮しなければ，低強度身体活動時間は日常生活動作を良好に保持し

ていくうえで，重要な指標となりうるのかもしれない．実際に，本課題の結果から

も 75歳未満と 75歳以上で層別化して低強度身体活動時間と日常生活動作との関連

性を検討した結果，75歳未満では多い低強度身体活動時間は，遅い 5回椅子立ち上

がりと有意に関連したが，75歳以上では多い低強度身体活動時間は，5回椅子立ち

上がりと有意に関連しなかった．このように，年齢によって低強度身体活動時間の

日常生活動作に対する有効性は異なる可能性がある．また，日常的に多い低強度身
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体活動時間は，高齢者の低い空腹時血糖値や動脈スティフネスと関連することが先

行研究によって報告されている（Healy et al., 2007; Gando et al., 2010; Gando et al., 

2013）．低強度身体活動は，前期高齢者の日常生活動作には良好な影響を及ぼす可能

性が低いものの，代謝系・循環器系疾患の予防的観点から鑑みると，重要な役割を

担う可能性もある．加えて，Buman et al.（2010）は，低強度身体活動時間が，自己

報告による下肢機能だけでなく，全体的健康感など心理的な指標と有意に関連する

ことを報告している．強度に拘らないで散歩を実践することや，自分の身の丈に応

じた動きによって日常生活を送ることによって，高齢者の心理面に良好な影響を及

ぼす可能性も考えられる．今後は，対象者の活動目的や身体的特性（虚弱等）に応

じて，低強度身体活動の有用性を検討する必要があると考えられる． 
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第 5項 結語 

研究課題 1-2-bの結果から，1日に占める低強度身体活動時間は，中高強度

身体活動時間から独立して日常生活動作と有意に関連しなかった．一方で，すべて

の日常生活動作は，中高強度身体活動時間と有意に関連していた．したがって，日

常生活動作の維持という観点から鑑みると，身体的な自立度が高い高齢者では，低

強度身体活動時間よりも，例えばウォーキング等，日常生活以上の強度を有する身

体活動時間を確実に増やすような対策を講ずる必要があると考えられる． 
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第 5章  

第 3節 

研究課題 1-2-c 

日常生活動作と座位行動時間との関連 

 

【Research question】 

高齢期における座位行動時間は，性や年齢，疾患・関節痛の有無等の交絡要因およ

び中高強度身体活動時間から独立して日常生活動作と関連するか？ 

 

【関連論文】 

大須賀ら．高齢期における日常的な座位行動時間は中高強度身体活動時間から独立

して下肢パフォーマンスと関連するか−1 軸加速度計を用いた横断的検討−. 体力科

学, 63 (1); 169-176. 

 

第 1項 目的 

研究課題 1-2-a では，中高強度身体活動時間の多寡が，高齢者の日常生活

動作と有意に関連することが確認された．研究課題 1-2-b では，低強度身体活動の

多寡は，高齢者の日常生活動作と独立して関連しないことが確認され，日常生活よ

りもやや強度が高いとされる身体活動が，高齢者の日常生活動作に良好な影響を及

ぼす可能性が示された． 
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テレビ視聴や読書などの座位行動時間は，覚醒時における活動の中で最も

大きな割合を占める活動（74.5%）であるにも関わらず（Arnardottir et al., 2013），座

位行動そのものが高齢者の健康状態に及ぼす影響ついて検討した研究は少ない

（Seguin et al., 2012）．Seguin et al.（2012）は，Women’s Health Initiative Observational 

Studyに参加した 50-79歳の中高年アメリカ人女性 61609名を，平均で 12.3年間追

跡し，座位行動時間と自己評価による身体機能の縦断的な関連性を調査した．その

結果，年齢や総身体活動量等で調整しても，座位行動時間が長いと数年後の身体機

能に対する自己評価が有意に低くなると報告している．長すぎる座位行動時間は，

日常生活動作の低下に関連する独立した危険因子の 1 つであると考えられるが， 

Seguin et al.（2012）の調査では，座位行動時間を自己報告から評価している．高齢

者の 1日に占める活動の大部分は座位行動であり（Arnardottir et al., 2013），高齢者

が自身の座位行動時間を正確に回想し，質問紙に回答するのは難しいと考えられる

ため，客観的な手法による座位行動時間の評価は，今後の研究課題であると考えら

れる． 

研究課題 1-2-c では，加速度計を用いて座位行動時間を推量し，高齢期に

おける座位行動時間と日常生活動作との関連性を横断的に検討することを目的とし

た．加えて，研究課題 1-2-b でも検討したように，座位行動時間が，性や年齢，疾

患・関節痛等の交絡要因や中高強度身体活動時間から独立して関連するかについて

も検討課題とした．  
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第 2項 方法 

（1）対象者 

対象者は，課題 1-2-aで示したとおりである． 

 

（2）測定項目および測定方法 

形態指標（身長，体重など），身体活動量（座位行動時間，中高強度身体活

動時間，RSB，RMVPA），日常生活動作 3項目（5回椅子立ち上がり，timed up & go，

開眼片足立ち，）を測定し，既往歴・関節痛・服薬の有無に関するインタビュー調査

をおこなった．これらは，すべて，第 3章「測定項目と測定方法」に示した方法に

より測定した． 

 

（3）統計解析 

各項目の測定値は，平均値 ± 標準偏差または該当者数（%）で示した． RSB

を人数から 4分位（Q1: ≤ 89.2%, Q2: 89.3-91.7%, Q3: 91.8-94.0%, Q4: > 94.0%）に分

類し，日常生活動作との傾向性を Jonckheere terpstra trend testによって評価した．ま

た，座位行動時間と各日常生活動作との関連度を，Spearman の順位相関係数（ρ）

によって評価した．座位行動時間が，日常生活動作と独立して関連するか検討する

ために，stepwise 法による重回帰分析をおこなった．重回帰分析では，従属変数に

日常生活動作，独立変数に 2つのモデル（モデル 1，モデル 2）を階層的に投入した．
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モデル 1では RSB，および日常生活動作低位群と日常生活動作高位群で有意差を認

めた項目を共変量として投入し，モデル 2ではモデル 1に RMVPAを加えて投入し

た．さらに，日常生活動作と低強度身体活動時間の交絡要因として，両者への影響

が大きいと考えられる因子に配慮し，性（男性，女性），年齢（75歳未満，75歳以

上），疾患・関節痛の有無（無し，少なくとも 1つを有する）に層別化し，それぞれ

重回帰分析をおこなった．層別化による重回帰分析では，従属変数に日常生活動作，

独立変数に RLPAおよび共変量を投入した．重回帰分析における変数間の最大相関

係数は-0.78（RSBとRMVPA）であり，多重共線性の危険性を示す尺度である variance 

inflation factor（VIF）は，最大で 2.67であり許容できる値であることを確認した． 

すべての統計処理には統計解析ソフト IBM SPSS Statistics Version 21を用

い，統計的有意水準は 5%とした．  
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第 3項 結果 

（1）日常生活動作と RSBの関連（単変量解析） 

Figure 5-3-1に，RSB4分位と各日常生活動作との傾向性検定の結果を示し

た．すべての日常生活動作と RSBに量・反応関係（P < 0.001）を認め，高い RSB

は，低い日常生活動作と関連していた．また，RSBと日常生活動作の関連度を示す

順位相関係数 ρについても，すべての日常生活動作項目で有意な関連が認められた

（5回椅子立ち上がり: ρ = -0.145, timed up and go: ρ = -0.216, 開眼片足立ち: ρ = 

-0.216, P < 0.001）． 
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Figure 5-3-1. Association between quartile of rate of sedentary behaviour and 
performance of daily living. 
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Rate of sedentary behaviour�
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（2）日常生活動作と座位行動時間との関連（多変量解析） 

Table 5-3-1に，各日常生活動作を従属変数，モデル 1およびモデル 2をそ

れぞれ独立変数とした stepwise法による重回帰分析の結果を示した．モデル 1の重

回帰式では，RSB は，すべての動作項目と有意な関連が認められ（5 回椅子立ち上

がり: β = 0.15, timed up and go: β = 0.15, 開眼片足立ち: β = -0.09, P < 0.05），RSBの高

値は，低い日常生活動作と関連していた．一方で，モデル 2の重回帰式では RSBは，

すべての重回帰式で有意な独立変数として採択されず，RMVPA が有意な独立変数

としてすべての重回帰式で採択され（5回椅子立ち上がり: β = -0.24, timed up and go: 

β = -0.21, 開眼片足立ち: β = 0.15, P < 0.001），いずれも RMVPAの高値は，良好な日

常生活動作と関連していた． 

 
  

Significant Significant
Independent value Independent value

Repeated chair stand Age 0.36 < 0.001 Age 0.35 < 0.001
RSB 0.15 < 0.001 RMVPA -0.24 < 0.001
Knee pain 0.11 0.001 Body mass index 0.10 0.001
Low back pain 0.11 0.001 Low back pain 0.09 0.003
Body mass index 0.10 0.020 Knee pain 0.09 0.003

Timed up and go Age 0.44 < 0.001 Age 0.43 < 0.001
RSB 0.15 < 0.001 RMVPA -0.21 < 0.001
Knee pain 0.13 < 0.001 Knee pain 0.12 < 0.001
Body mass index 0.11 < 0.001 Body mass index 0.12 < 0.001
Sex 0.12 < 0.001 Sex 0.12 < 0.001
Diabetes 0.09 0.002 Diabetes 0.10 < 0.001
Low back pain 0.08 0.007 Low back pain 0.07 0.017

Single leg stance Age -0.43 < 0.001 Age -0.41 < 0.001
Body mass index -0.13 < 0.001 Body mass index -0.13 < 0.001
Knee pain -0.11 < 0.001 RMVPA 0.15 < 0.001
Diabetes -0.12 < 0.001 Diabetes -0.13 < 0.001
RSB -0.09 0.004 Knee pain -0.10 0.001

β P for value Adjusted R2

Model 1: Independent value = RSB, age, body mass index, medication use, hypertension, diabetes, heart disease, osteoporosis, and knee pain.
Model 2: Model1 + RMVPA.
RSB: rate of sedentary behaviour, RMVPA: rate of moderate-vigorous physical activity.

Table 5-3-1. Multiple regression analysis to identify the association between rate of sedentary behaviour and
performance of daily living by stepwise (n = 799).

0.34 0.36

0.28 0.29

0.24 0.27

Dependent value
Model 1 Model 2

β P for value Adjusted R2
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（3）日常生活動作と座位行動時間との関連（層別化解析） 

Table 5-3-2に，各日常生活動作を従属変数，RSBと共変量をそれぞれ独立

変数とした性，年齢，疾患・関節痛の有無による層別化分析の結果を示した．75歳

未満の重回帰式では，RSB は，5 回椅子立ち上がりと有意な関連が認められ（5 回

椅子立ち上がり: β = -0.24，P < 0.001），RSBの高値は良好な 5回椅子立ち上がりと

関連していた．また，疾患・関節痛を有さない群の重回帰式でも，RSB は，5 回椅

子立ち上がりと有意な関連が認められ（5回椅子立ち上がり: β = -0.24，P = 0.007），

RSB の高値は良好な 5 回椅子立ち上がりと関連していた．その他の重回帰式では， 

RSBは各日常生活動作と有意な関連が認められなかった． 

 

 

  

β P β P β P β P β P β P
Repeated chair stand -0.11 0.291 -0.08 0.169 -0.24 < 0.001 0.09 0.267 -0.24 0.007 -0.03 0.587
Single leg stance 0.06 0.562 0.03 0.601 0.00 0.988 0.12 0.158 0.07 0.471 0.03 0.576
Timed up and go -0.10 0.307 0.01 0.890 -0.10 0.103 0.07 0.374 -0.12 0.155 0.02 0.748

Table 5-3-2. Stratified multiple regression analysis to identify the association between rate of sedentary
behaviour and performance of daily living by forced entry (n = 799).

Sex* Age† Number of medical histories
and joint pains‡

Men Women < 75 years old ≥ 75 years old 0 ≥ 1
n = 528 n = 271 n = 237 n = 562

Note: β = standard partial regression coefficient for rate of sedentary behaviour.
*: Adjusted for age, body mass index, medical histories and joint pains, and rate of moderate-vigorous physical activity.
†: Adjusted for age, sex, body mass index, medical histories and joint pains, and rate of moderate-vigorous physical activity.
‡: Adjusted for age, sex, body mass index, and rate of moderate-vigorous physical activity.

n = 187 n = 612
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第 4項 考察 

研究課題 1-2-cは，加速度計によって客観的に評価された座位行動時間が，

中高強度身体活動時間から独立して日常生活動作と関連するか横断的に検討した．

世界的に見ても，加速度計による座位行動時間と高齢期の日常生活動作との関連性

を大規模に検討した研究は見当たらない．本研究対象者における 1日あたりの座位

行動時間は，中高強度身体活動時間の約 45倍以上にあたるため，日常生活動作を良

好に維持するうえで重要な指標であると考えられたが，総活動時間の 3%に満たな

い中高強度身体活動時間が，日常生活動作を良好に維持していく上で重要な指標で

あることが示された． 

 

座位行動時間と日常生活動作との関連	
 

Seguin et al.（2012）は，年齢や総身体活動量等で調整しても，座位行動時

間が長いと身体機能に対する自己評価が数年後に有意に低くなると報告している．

しかし，本研究では，傾向性の検定や単相関分析，モデル 1を独立変数とした重回

帰式において，座位行動時間は日常生活動作と負の関連を示していたものの，モデ

ル 1での共変量に RMVPAを加えたモデル 2では，両者の関連性は消失した．ここ

に Seguin et al.（2012）と本研究の結果の不一致がみられる．Seguin et al.（2012）と

本研究の結果が一致しなかった要因は，次の 2つが考えられる．第 1に，Seguin et al.

（2012）は，身体機能を自己報告から評価しており，パフォーマンステストを用い
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て評価した本研究と比較して，機能評価に対するデータの質が客観性という点で異

なることが考えられる．中・高齢期では，女性は，男性と比較して多くの健康問題

に直面するため（Wingard, 1984），身体的な障害を過大に報告する可能性が示されて

いる（Merrill et al., 1997）．Seguin et al.（2012）の研究は，すべて女性を対象として

いたことから，身体機能の低下を実際よりも過大に評価し，座位行動時間との直接

的な因果関係を歪めたのかもしれない．第 2に，Seguin et al.は，調整変数に総身体

活動時間を投入しており，「一定以上の活動強度」が十分に考慮されていないことが

考えられる．モデル 2の重回帰式において，座位行動時間ではなく，中高強度身体

活動時間が選択された本研究結果は，日常生活動作が，座位行動時間よりも中高強

度身体活動時間とよく関連することを示している．Aoyagi et al.（2009）は，中之条

研究に参加した 65-84歳の地域在住高齢者 170名の日常生活動作（歩行速度，等尺

性膝伸展筋力，動的・静的バランス能力）と加速度計から推量した日常的な身体活

動量の関連性を検討した．その結果，中高強度身体活動時間は，バランス能力とは

有意な関連が認められなかったものの，歩行速度や等尺性膝伸展筋力と有意な正の

相関が認められたと報告しており，本研究結果の一部を支持するものである．した

がって，日常生活動作と座位行動時間が独立して関連するか否かを検討する場合，

中高強度身体活動時間で調整することが必要であると考えられる．個人差はあるも

のの，一定の強度を有する活動を実践しなければ，加齢による筋力やバランス能力

の低下を抑制することは，そもそも難しいと考えられる．トレーニングの原則の 1
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つである過負荷の原則から鑑みると，自立した日常生活を営む高齢者であれば，日

常生活よりやや強度が高いとされる中高強度身体活動時間が，加齢による日常生活

動作の低下を抑制するうえで，重要な因子となりうるであろう． 

75歳未満の者や疾患・関節痛を有さない者を対象に，座位行動時間と 5回

椅子立ち上がりの関連性を検討した結果，多い座位行動時間は良好な 5回椅子立ち

上がりと関連していた．これまで座位行動時間は，日常生活動作の負の要因として

考えられていたため，75歳未満の高齢者や疾患関節痛を有さない高齢者において正

の要因として関連性を有した本研究結果は興味深い．これらの高齢者では，多い中

高強度身体活動時間が良好な 5回椅子立ち上がりと関連していたため，メリハリの

ある，あるいは偏りのない（中高強度身体活動時間だけでなく，座位行動時間も確

保する）生活活動を送ることが良好な椅子からの立ち上がり能力の維持に重要なの

かもしれない． 

 

座位行動時間の捉え方	
 

ここでは，座位行動時間と日常生活動作との関連から，高齢期における座

位行動時間の捉え方について考察する．慢性的な座位行動時間や不活動時間が，ヒ

トの身体に及ぼす生理学的な機序は，未だ完全には解明されていないものの（猪飼, 

2005），肺炎や手術後の長期安静臥床では，筋骨格系（筋萎縮に伴う筋力の低下や関

節の拘縮）や循環器系（循環血漿量の減少や，心予備能力の減退，起立性低血圧）
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などの諸器官に，いわゆる「廃用症候」がみられると報告されている（中村ら, 1996）．

例えば，絶対安静の状態で筋収縮をおこなわないでいると，1週間で 10-15%の筋力

低下が生じる（Müller, 1970）．これは，筋の萎縮（筋蛋白質の分解能が合成能を上

回る）や，筋の収縮フィラメントの構造変化（アクチンが減少することで，ミオシ

ンとの間隔が増大し，クロスブリッジの遷移状態が変化する）によって引き起こさ

れることが分かっている（Fitts et al., 2000; Udaka et al., 2008）．これら一連における

廃用の機序は，長期臥床に伴う各器官の症候であり，自宅で自立した日常生活を営

む本研究の対象者とは環境が大きく異なる．しかし，本研究でも RSBと下肢パフォ

ーマンスには相関関係や量・反応関係が認められたことに加えて，重回帰分析のモ

デル 1では RSBが有意な説明変数として選択されているため，日常的な座位行動時

間は，筋骨格系や循環器系の慢性的な廃用と関連し，その結果，日常生活動作の低

値に結びつく可能性がある．推察に留まるが，身体的な虚弱化が著しく進み，活動

強度が 4（3.6METs）以上の活動時間を確保することが難しい高齢者では，日常生活

で実践している活動の強度という視点を考慮しなければ，RSBは日常生活動作を良

好に保持していくうえで，重要な指標となりうるのかもしれない． 
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第 5項 結語 

 1 日に占める座位行動時間は，中高強度身体活動時間から独立して日常生

活動作と有意に関連しなかった．一方で，すべての日常生活動作は，中高強度身体

活動時間と有意に関連していた．したがって，日常生活動作の維持という観点から

鑑みると，身体的な自立度が比較的高い高齢者では，座位行動時間の減少に注視し

た予防策（座っていなければどんな動きでも良い）よりも，例えばウォーキング等，

日常生活動作以上の強度を有する身体活動時間を確実に増やすような対策を講ずる

ことが，有効であると考えられる． 
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第 6章  

研究課題 2 

日常生活動作制限を反映する身体活動量 

 

【Research question】 

高齢者の日常生活動作制限を最も良く反映する 1日あたりの歩数および中高強度身

体活動時間の閾値はどの程度か？ 

 

【関連論文】 

Osuka et al. Association between objectively measured habitual physical activity levels and 

mobility limitation: a cross-sectional study of community-dwelling older Japanese adults. 

The Journal of Physical Fitness and Sports Medicine（in press）. 

 

第 1節 緒言 

課題 1の結果から，身体活動の「強度」や「量」そのものは，生活機能が

低次に移行するとよく関連することが示された．最も低次な機能である日常生活動

作は，中高強度身体活動と最もよく関連することが示された．したがって，生活機

能の保持に向けた身体活動指標は，総身体活動量だけでなく，中高強度身体活動に

も着目して示すことで指標としての有益性が高まると考えられる． 
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高齢期における日常生活動作は，加齢に伴い低下し，ある一定の閾値に到

達すると「日常生活動作制限（functional limitation: FL）」に陥る．日常生活動作制限

は，高齢者が日常生活動作（例えば，移動や階段昇段，椅子からの立ち上がりなど）

に困難性を有している状態と定義され（Guralnik et al., 1993），この状態は，転倒

（Tinetti et al., 1988）や日常生活動作障害の発生（Guralnik et al., 1996）や，入院

（Studenski et al., 2003），Qol悪化（Wilson et al., 1995; 田中ら, 2004）の予測因子と

なりうることが報告されている．加齢に伴う日常生活動作制限の発生は，不可避で

あるが，日常的に身体活動を実践することで，その発生を先送りさせることができ

る（Brach et al., 2004; Pahor et al., 2006; Rejeski et al., 2009; Chale Rush et al., 2010）．

Paterson and Warburton（2010）は，高齢期における機能制限と身体活動に関する様々

な疫学研究を統合し，ベースライン時の身体活動量と機能制限の発生リスクとの関

係を報告した．その結果，ベースライン時に，150-180 分/週の中高強度身体活動を

実践している群の機能制限の発生リスクは，最も身体活動量が少ない群と比較して

30%以上有意に低いことが示された．したがって，「少ない身体活動量」は，日常生

活動作制限の独立した危険因子であると考えられるが，日常生活動作制限を反映す

る具体的な身体活動量の閾値は，十分に検討されていない（Aoyagi and Shephard, 

2010）．そこで研究課題 2では，（1）日常生活動作制限と１日あたりの歩数および中

高強度身体活動量との関連を明らかにし，（2）日常生活動作制限が疑われる歩数と

中高強度身体活動量の閾値を検討することとした．  
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第 2節 方法 

（1）対象者 

対象者は，研究課題 1-2-aで示したとおりである．  

 

（2）測定項目および測定方法 

形態指標（身長，体重など），身体活動量（歩数，中高強度身体活動時間）

を測定し，日常生活動作制限・既往歴・関節痛・服薬の有無に関するインタビュー

調査をおこなった．これらは，すべて，第 3章「測定項目と測定方法」に示した方

法により測定した． 

 

（3）統計解析 

各項目の測定値は，平均値 ± 標準偏差または該当者数（%）で示した．多

変量解析で調整する変数を決定するため，FL群と非 FL群の形態指標，服薬の有無，

疾患の有無，関節痛の有無，各活動項目の比較に，Mann-Whitneyの U検定および χ2

検定を適用した．日常生活動作制限と歩数，中高強度身体活動時間との関連性を検

討するために，歩数と中高強度身体活動時間を人数から 4分位に分類し，ロジステ

ィック回帰分析を用いて，「日常生活制限該当」に対する各活動量の第 1分位（Q1）

を基準とした Q2，Q3，Q4 の調整済みオッズ比と 95%信頼区間を求めた．「日常生

活動作制限該当」との量・反応関係は，Cochran-Armitage trend testによって評価し
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た．歩数と中高強度身体活動時間における「日常生活動作制限該当」の判別力は，

receiver operating characteristic（ROC）曲線を描くことによって得られる ROC曲線下

面積（area under the ROC curve: AUC）とその 95%信頼区間によって評価した．AUC

の判断基準は，Swets（1988）の報告から判断し，正確性なし（AUC = 0.5），ほとん

ど正確性を有さない（0.5 < AUC ≤ 0.7），十分な正確性を有する（0.7 < AUC ≤ 0.9），

高い正確性を有する（0.9 < AUC < 1.0），完全な正確性を有する（AUC = 1.0）から，

評価した．日常生活動作制限の有無に対する歩数と中高強度身体活動量の最適なカ

ットオフ値は，ROC曲線上の最も左上（x軸: 1 − 特異度 = 0，y軸: 感度 = 1）に

近いポイントとし，Youden index（感度 ＋ 特異度）が最大になるポイントから算

出した（Jaeschke et al., 2002）．さらに，日常生活動作制限と各身体活動量の交絡要

因として，両者への影響が大きいと考えられる因子に配慮し，性（男性，女性），年

齢（75歳未満，75歳以上），疾患・関節痛の有無（無し，少なくとも 1つを有する）

に層別化して ROC解析をおこない，それぞれ最適なカットオフ値を算出した． 

歩数および中高強度身体活動時間がカットオフ値を下回った場合かつ共変

量で調整した場合における日常生活動作制限の該当可能性を検討するため，日常生

活動作制限該当の有無を従属変数，カットオフ値の充足の有無と共変量を独立変数

としたロジスティック回帰分析によってオッズ比と 95%CIを算出した． 

すべての統計処理には統計解析ソフト IBM SPSS Statistics Version 21を用

い，統計的有意水準は 5%とした．  
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第 3節 結果 

（1）対象者の基本的特徴 

日常生活動作制限を有する者は，192人（24.0%）であった．Table 6-1に，

対象者の基本的特徴を制限群と非制限群で比較した統計値を示した．年齢，性，身

長，BMI，歩数，中高強度身体活動時間，装着時間，服薬・高血圧・心疾患・骨粗

鬆症・腰痛・股関節痛・膝痛の有無の項目で有意な群間差が認められたため（P < 0.05），

これらの変数を多変量解析で共変量として用いた． 

   

Age, years
Sex, men/women
Height, cm
Weight, kg
Body mass index, kg/m2

Medication use, n (%)
Medical history, n (%)

Stroke
Hypertension
Diabetes 
Heart disease
Respiratory disease
Osteoporosis

Joint pain, n (%)
Low back pain
Hip pain
Knee pain

Table 6-1. Characteristics of the study population.

76.3 ± 5.7 71.3 ± 5.5 < 0.001
< 0.001

148.3 ± 8.1 153.5 ± 7.7 < 0.001
53.6 ± 9.7 54.7 ± 9.0 0.138
24.4 ± 3.9 23.1 ± 2.9 < 0.001

< 0.001

0.133
< 0.001
0.153
0.006
0.422

< 0.001

< 0.001
0.020

< 0.001

Table 6-1. Characteristics of the study population.

P value

112 (18.5)
12 (6.3) 15 (2.5)
85 (44.3)

121 (19.9)

26 (13.5) 36 (5.9)

86 (44.8)

13 (2.1)

166 (86.5)

40 (6.6)
39 (6.4)

392 (64.6)

9 (4.7) 14 (2.3)

6 (3.1)

104 (54.2) 203 (33.4)
19 (9.9)
25 (13.0)

27/165 160/447

Group-FL Group-NFL
n = 192 n = 607

Physical activity
Step counts, steps/day
MVPA, min/week
Wear time, min/day

Data are presented as n (%) or mean ± standard deviation.
MVPA: moderate-vigorous physical activity, FL: functional limitation, NML: non-functional limitation

5315 ± 2581 7579 ± 3113 < 0.001
8.6 ± 8.5 20.4 ± 15.9 < 0.001

847.0 ± 87.3 884.4 ± 92.3 < 0.001
Data are presented as n (%) or mean ± standard deviation.
MVPA: moderate-vigorous physical activity, FL: functional limitation, NML: non-functional limitation
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（2）日常生活動作制限と身体活動量との関連（単変量解析） 

 Figure 6-1に，歩数と中高強度身体活動量の 4分位に分類した際の日常生活

動作制限の割合を示した．歩数と中高強度身体活動量の高値に伴い，日常生活動作

制限の該当率は低値を示した． 

 
 
Figure 6-1. The prevalence of functional limitation according to quartile of 
physical activity. 
Step counts, steps/day  

[n, range]: Q1 [n = 200, < 4738], Q2 [n = 200, 4738 - 6692], Q3 [n =, 200, 6693 - 9003], Q4 [n = 199, > 9003]. 

Moderate-vigorous physical activity, min/day  

[n, range]: Q1 [n = 203, < 7], Q2 [n = 198, 7 - 14], Q3 [n = 199, 15 - 25], Q4 [n = 199, > 25].  

FL: functional limitation. 
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（2）日常生活動作制限と身体活動量との関連（多変量解析） 

Figure 6-2に，日常生活動作制限該当に対する各活動量（歩数，中高強度身

体活動量）の Q1を基準とした Q2，Q3，Q4の調整済みオッズ比と 95%信頼区間を

示した．日常生活動作制限該当に対するオッズ比は，歩数と中高強度身体活動時間

の高値に伴い低値を示し，日常生活動作制限該当と歩数，中高強度身体活動時間と

の間には，有意な負の量・反応関係が認められた（SC: P for trend = 0.001, MVPA: P for 

trend < 0.001）． 

 
Figure 6-2. Adjusted odds ratios and 95% confidence interval for functional 
limitation according to the quartile of habitual physical activity. 
□	
 indicates adjusted odds ratios of step counts. 

Range [steps/day]: Q1 [n = 200, < 4738], Q2 [n = 200, 4738 - 6692], Q3 [n =, 200, 6693 - 9003], Q4 [n = 

199, > 9003].  

■	
 indicates adjusted odds ratios of moderate-vigorous physical activity. 

Range [min/day]: Q1 [n = 203, < 7], Q2 [n = 198, 7 - 14], Q3 [n = 199, 15 - 25], Q4 [n = 199, > 25].  

FL: functional limitation. 

Adjusted for age, sex, body mass index, medication use, hypertension, heart disease, osteoporosis, low back 

pain, hip pain, knee pain, and wear time.  
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（3）日常生活動作制限を判別する身体活動量の最適なカットオフ値 

Figure 6-3に，日常生活動作制限の有無に対する歩数と中高強度身体活動時

間の ROC曲線を描き，歩数と中高強度身体活動時間の AUCおよびカットオフ値を

算出した．歩数と中高強度身体活動時間の AUCは，それぞれ 0.71（067-0.75），0.76

（0.72-0.80）であった．日常生活動作制限を反映する歩数および中高強度身体活動

時間の最適なカットオフ値は，それぞれ 5773歩/日（感度: 62.5%，特異度: 69.2%），

15.3分/日（感度: 83.3%，特異度: 53.7%）であった． 

 
Figure 6-3. Receiver operating characteristic curves for discrimination of 
performance of daily living according to habitual physical activity level. 
AUC: area under the receiver operating characteristic curve, MVPA: moderate-vigorous physical activity, SC: 

step counts. 

AUC (95% confidence interval) 
 MVPA  : 0.76 (0.72-0.80) 
 SC   : 0.71 (0.67-0.75)�

Se
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vi

ty
�

1 - specificity�

Optimal cut-off value for MVPA 
15.3 min/day 
Sensitivity: 83.3% 
Specificity: 53.7% 

Optimal cut-off value for SC 
5773 steps/day 
Sensitivity: 62.5% 
Specificity: 69.2% 



 
 

第 6章 
研究課題 2 

 132 

（3）日常生活動作制限を判別する身体活動量の最適なカットオフ値（層別化） 

Table 6-2に，日常生活動作制限の有無に対する歩数と中高強度身体活動時

間の ROC曲線を描き，歩数と中高強度身体活動時間のAUCおよびカットオフ値を，

性，年齢，疾患・関節痛の有無別に算出した．日常生活動作制限を反映する歩数お

よび中高強度身体活動時間の最適なカットオフ値は，男性で 3910歩/日（感度: 88.1%，

特異度: 44.4%），11.8分/日（感度: 57.5%，特異度: 81.5%），女性で 5773歩/日（感度: 

70.9%，特異度: 64.8%），15.4分/日（感度: 55.3%，特異度: 84.2%），75歳未満で 9518

歩/日（感度: 28.6%，特異度: 93.8%），15.3分/日（感度: 57.9%，特異度: 76.5%），75

歳以上で 5881歩/日（感度: 56.9%，特異度: 75.7%），9.5分/日（感度: 60.0%，特異度: 

75.7%），疾患・関節痛を有さない者で 5372歩/日（感度: 76.4%，特異度: 52.9%），

18.2分/日（感度: 48.6%，特異度: 82.4%），疾患・関節痛を 1つ以上有する者で 5773

歩/日（感度: 67.2%，特異度: 63.4%），15.3分/日（感度: 51.7%，特異度: 85.1%）であ

った． 

 
 

Table 6-2. Stratified cut-off values of habitual physical activity for discriminating functional limitation.
n Cut-off values AUC Sensitivity (%) Specificity (%)

Steps counts, steps/day
Men 187 3910 0.66 88.1 44.4
Women 612 5773 0.73 70.9 64.8
< 75 years old 528 9518 0.65 28.6 93.8
≥ 75 years old 271 5881 0.71 56.9 75.7
No medical histories and joint pains 237 5372 0.67 76.4 52.9
One or more medical histories and joint pains 562 5773 0.71 67.2 63.4

MVPA, min/day
Men 187 11.8 0.74 57.5 81.5
Women 612 15.4 0.77 55.3 84.2
< 75 years old 528 15.3 0.71 57.9 76.5
≥ 75 years old 271 9.5 0.75 60.0 75.7
No medical histories and joint pains 237 18.2 0.69 48.6 82.4
One or more medical histories and joint pains 562 15.3 0.76 51.7 85.1

Note.  MVPA: moderate-vigorous physical activity.
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（4）カットオフ値を下回った場合における日常生活動作制限の該当可能性 

 Figure 6-4に，歩数および中高強度身体活動時間がカットオフ値を下回った

場合の日常生活制限該当に対するオッズ比と 95%CIを示した．全ての共変量で調整

しても，カットオフ値を下回ることで日常生活動作制限該当に対するオッズ比は有

意に高値を示した． 

 

Figure 6-4. Adjusted odds ratios and 95% confidence interval for functional 
limitation at less than optimal cut-off values. 
Adjusted for age, sex, body mass index, medication use, hypertension, heart disease, osteoporosis, low back 

pain, hip pain, knee pain, and wear time. 
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第 4節 考察 

研究課題 2では，（1）日常生活動作制限と１日あたりの歩数および中高強

度身体活動量との関連性を明らかにし，（2）日常生活動作制限が疑われる歩数と中

高強度身体活動量の閾値を検討することを目的とした．その結果，歩数や中高強度

身体活動時間の高値に伴い，日常生活動作制限該当に対するオッズ比は，有意に低

値を示し，日常生活制限該当を反映する歩数と中高強度身体活動量の最適なカット

オフ値は，それぞれ 5773歩/日，15.3分/日であることが示された． 

 

日常生活動作制限と日常的な歩数・中高強度身体活動時間との関連	
 

歩数や中高強度身体活動時間の増加に伴い，日常生活動作制限の該当率は

低値を示した．また，年齢や性，体格，疾患，関節痛等で調整しても，日常生活動

作制限の該当に対するオッズ比は有意に低値となる傾向を示し，負の量・反応関係

を認めた．Aoyagi et al.（2009）は，中之条研究に参加した高齢者 175名の歩数と中

高強度身体活動時間を 4分位に分類し，日常的な身体活動量と日常生活動作制限と

の関連性を検討した．その結果， １日あたりの歩数と中高強度身体活動時間が多い

と，日常生活動作も良好であることを報告した．Scott et al.（2009）は，Tasmanian Older 

Adults Cohort Studyに参加した 50-79歳のオーストラリア人中高齢者 982名の 1日当

たりの歩数と体組成（体脂肪率，下肢除脂肪量），下肢筋力との関連を検討した．そ

の結果，1 日当たりの歩数が多い者ほど，体脂肪率が低く，女性では，下肢筋力と
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筋量に正の関連がみられたことを報告している．歩数や中高強度身体活動時間が慢

性的に少ないと，日常生活動作が低下し，日常生活動作制限に陥るリスクが高くな

ると考えられる． 

 

日常生活動作制限が疑われる身体活動量の閾値	
 

日常生活動作制限に該当する歩数と中高強度身体活動量の最適なカットオ

フ値は，それぞれ 5773歩/日，15.3分/日であることが示された．ここでは，日常生

活動作制限該当を反映するカットオフ値の外的妥当性やその捉え方について考察す

る． 

Scott et al.（2009）は，１日あたりの歩数を 5群（5000歩未満，5000-7499

歩，7500-9999歩，10000-11499歩，12500歩以上）に分類し，体脂肪率の群間差を

比較した．その結果，特に 7500 歩/日以上の群では体脂肪率の差が顕著であったこ

とを報告している．また Park et al.（2010）は，中之条研究に参加した高齢者 175名

を対象にサルコペニアと日常的な身体活動量との関連を検討し，１日あたりの歩数

と中高強度身体活動時間がそれぞれ 5300歩/日，15分/日未満の者は，7800歩/日，

23 分/日の者と比較してサルコペニアであるオッズ比が，約 2 倍有意に高いことを

報告している．Aoyagi et al.（2009）は，日本人高齢者 175名の歩数と中高強度身体

活動時間を 4分位に分類し，通常歩行速度および最大歩行速度の群間差を比較した

結果，第 1分位群（最も少ない群，歩数: 936-4747歩/日，中高強度身体活動時間: 0.2-8.4
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分/日）は，第 3分位群（歩数: 6445-8580歩/日，中高強度身体活動時間: 16.4-25.0分

/日）と第 4 分位群（最も多い群: 歩数: 8670-13712 歩/日，中高強度身体活動時間: 

25.2-62.3分/日）と有意な差が認められたものの，第 3分位群と第 4分位群に有意な

差が認められなかったと報告している．これらの報告を鑑みると，体組成（筋量・

体脂肪率）や日常生活動作が良好な状態であるためには，少なくとも歩数は

7000-8000歩/日以上，中高強度身体活動時間は 15-20分以上/日は必要であると考え

られる． 

本研究課題で算出された身体活動量のカットオフ値（歩数: 5773歩/日，中

高強度身体活動時間: 15.3 分/日）は，3 つの先行研究の身体活動水準とほぼ一致し

ているものの，若干低値であることがわかる．これは，先行研究が筋量や日常生活

動作をアウトカムとしているのに対し，本研究では日常生活動作の困難性をアウト

カムとしていることが影響していると推察される．一般的に，身体活動量の減少に

伴い筋量や日常生活動作は低下するが，その低下過程が動作の困難感（高齢者の実

感）として表れるまでに若干の時間差が生じると考えられる．主観的な評価による

カットオフ値（本研究課題）が客観的な評価による水準（先行研究）と比較してや

や低値であることは，「客観性（実情）」から「主観性（実感）」までの時間差（過程）

を考えると，ある意味妥当な結果であると考えられる．したがって，本研究課題で

示された閾値は，すでに日常生活動作の低下が進み，それを実感として感じている

高齢者の身体活動量を反映していると考えられるため，目標値というよりは，警戒
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域として捉える方が妥当であると考えられる． 

カットオフ値の特性	
 

歩数と中高強度身体活動時間のカットオフ値の感度はそれぞれ，63.5%と

83.8% であり，特異度はそれぞれ 69.2%と 53.7%であった．中高強度身体活動時間

の感度は歩数よりも 20.8%高く，歩数の特異度は，中高強度身体活動時間よりも

15.5%高い．これは，カットオフ値の臨床的な特性が歩数と中高強度身体活動時間

で異なることを示している．つまり，中高強度身体活動時間は歩数よりも日常生活

動作制限に対する見落としが少なく（日常生活動作制限に該当する者を日常生活動

作制限該当者と判別する），歩数は中高強度身体活動時間よりも過剰判別が少ない

（日常生活動作制限に該当しない者を非日常生活動作制限該当者と判別する）こと

を示している．また，カットオフ値を下回った場合の日常生活動作制限該当に対す

るオッズ比は，歩数が 1.77倍に対して中高強度身体活動時間は 3.71倍であり，中高

強度身体活動時間のカットオフ値を下回ることのほうが，日常生活制限の該当可能

性が高いことを示している．したがって，歩数と中高強度身体活動時間を身体活動

指標（日常生活動作制限の警戒域）として活用する場合，まず第 1段階として中高

強度身体活動時間を確保することが肝要であり，第 1段階が難しいと判断される場

合あるいは達成した場合，第 2段階として歩数を活用することで身体活動指標とし

ての有用性が高まると考えられる． 
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性，年齢，疾患・関節痛の有無がカットオフ値に及ぼす影響	
 

 男性と女性で，それぞれカットオフ値を算出した結果，男性の歩数と中高

強度身体活動時間のカットオフ値は，女性と比較してやや低値であった．男性は，

女性と比較して身体機能を過小に自己評価すると報告されていることから（Merrill 

et al., 1997），男性では，日常生活動作の低下が，女性と比較して著しく進行した状

態で「日常生活動作制限（日常生活動作に困難感が生じる）」として顕在化すると考

えられる．つまり，男性は女性と比較して，日常生活動作制限が実際の（客観的な）

日常生活動作よりも低く（過小に）報告しているため，それを直接的に反映する身

体活動量の閾値も男性の方が女性よりも低値となったと考えられる．今後は，日常

生活動作を客観的に評価し，身体活動量のカットオフ値を検討する必要もある．75

歳未満と 75 歳以上で，層別化してカットオフ値を算出した結果，75 歳未満の歩数

と中高強度身体活動時間のカットオフ値は，75歳以上と比較して高値であった．特

に歩数は，1日あたり 3000歩以上多いことから，日常生活動作制限のカットオフ値

は，年齢の影響を大きくうけることが示された．我が国の国民健康栄養調査による

と，男性・女性ともに 50歳台と 60歳台では歩数の平均値は大きく変わらないもの

の（男性: 50歳台 7693歩/日，60歳台 7307歩/日，女性: 50歳台 7371歩/日，60歳台

4323歩/日），60歳台と 70歳以上では顕著に異なる（男性: 70歳以上 5263歩/日，女

性: 70歳以上 4323歩/日）．つまり，高齢者の身体的な虚弱化は 70歳台を契機に著

しく顕在化するため，身体活動指標も年台に分けて示すことの重要性が示唆された．
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ただし，75歳未満の歩数のカットオフ値の感度（日常生活動作制限を日常生活動作

制限と判別する確率）は，高いといえない（28.6%）．また，日常生活動作制限の判

別力を示す AUCも 75歳以上と比較して若干低い．課題 1-1でも述べたように，身

体活動の「量」そのものの生活機能に対する有効性は，身体的な虚弱化が進んだ状

態の方がより高い可能性があるため，75歳未満の高齢者のように比較的身体的な自

立度が高い高齢者では，歩数そのものは日常生活動作制限との関連性が低いのかも

しれない．疾患・関節痛を有する者と有さない者で，それぞれカットオフ値を算出

した結果，カットオフ値に大きな差異は認められなかった（疾患・関節痛無し: 5372

歩/日，18.2分/日，疾患・関節痛有り: 5773歩/日，15.3分/日）．つまり疾患や関節痛

を有している・いないに関わらず，日常生活動作を良好に維持していくためには，

歩数であれば 5000 歩/日以上，中高強度身体活動時間であれば 15 分/日以上は，少

なくとも実践することが望ましいと考えられる． 

 

日常生活動作制限と身体活動量，関節痛との関係	
 

ロジスティック回帰分析の結果，日常生活動作制限には歩数や中高強度身

体活動時間だけでなく，年齢や性，疾患，関節痛も有意に関連していた．特に腰痛

や膝痛などの関節痛の有無は，日常生活動作制限に対するオッズ比も 2-4 倍（関節

痛がない者を 1とした場合，関節痛を有する者が日常生活動作制限に該当する可能

性）有意に高い値を示していたため，影響力の大きい交絡要因の１つであると考え

られる．しかし，身体活動量と関節痛の交絡関係が日常生活動作制限にどのような
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影響を及ぼしているか十分に検討されていない．Heneweer et al.（2009）は，腰痛と

身体活動量の関係は U字型になると報告しており，少なすぎる身体活動量と多すぎ

る身体活動量は，ともに腰痛の発生率を高めると報告している．多すぎる身体活動

量は，外科的な障害の発生率を高めることで腰痛が発生することが考えられるが，

少なすぎる身体活動量が関節痛を誘発する機序については，不明な点が多い．

Terkelsen et al.（2008）は 30名の成人健常者に対して前腕から手関節（手首）を 4

週間ギプス固定し，親指と人差し指の間の皮膚をつまむ際の圧力値によって痛覚閾

値を評価した．その結果，ギプス固定を解除した直後だけでなく，解除後 3日目，

28日目においても，痛覚閾値の低下が認められたことを報告した．これは，ギプス

の固定化から引き起こされる不活動状態によって，痛みを感じる閾値が低下した可

能性を示している．高齢者では，関節痛が直接的に日常生活動作制限の発生率を高

めることは周知の事実であるが，身体活動量が慢性的に少ないことによって痛みを

感じやすい状態に陥り，そのような状態が関節の拘縮化を招き，結果的に日常生活

動作制限を誘発している可能性も考慮すべきである．骨折や感染症，坐骨神経痛を

伴う痛み（鋭い痛み）であれば安静状態が必要であるかもしれないが，疼痛（疼く

ような痛み）であれば，関節痛が軽減されることもある．したがって，関節痛を有

していたとしても痛みの種類によっては，可能な限り身体活動を実践し，疼痛を起

因とする日常生活動作制限に陥らないように未然に防ぐことも肝要であろう． 
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第 5節 結語 

 課題 2の結果から，身体活動量が日常的に多いと，日常生活動作制限の該

当率が低値であることが示された．この結果は，年齢や疾患等の共変量で調整して

も同様であった．また，日常生活動作制限が疑われる歩数と中高強度身体活動時間

の閾値は，それぞれ 5773歩/日，15.3分/日であることが示され，この値を下回るこ

とで日常生活動作制限に該当する者のオッズ比は約 1.8−3.7 倍高くなることが示さ

れた．本研究課題で示された閾値は，日常生活動作制限の予防に向けた目標値とい

うよりは，日常生活の中で最低限実践することが望ましい警戒域として活用するこ

とが望ましいと考えられる． 
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第 7章  

研究課題 3 

身体活動量の増加が高齢者の日常生活動作に及ぼす影響 

 

【Research question】 

身体活動指標に基づく身体活動量の増加は，高齢者の日常生活動作の向上と関連す

るか？ 

 

第 1節 研究目的 

研究課題 2では，日常生活動作制限と身体活動量の横断的な関係から，日

常生活動作制限が最も反映される身体活動量の閾値を検討し，身体活動指標を提案

した．研究課題 2で示された身体活動指標は，横断研究であるため，日常生活動作

制限の予防に向けた目標値ではなく，日常生活で最低限実践したい警戒域として活

用することが望ましいと考えられる．しかし，身体活動量が警戒域に属する者が，

警戒域を抜けだす（閾値を超える）ことで，日常生活動作が向上するか，縦断的に

検証する必要がある． 

ACSMの position standによると，身体活動が日常生活動作に及ぼす効果に

関するエビデンスステートメントは C/Dに分類されており，身体活動の実践により

有意な改善がみられたという報告（Bean et al., 2004; Hakkinen et al., 2000; Henwood et 
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al., 2005; Holviala et al., 2006; Judge et al., 1993; Schlicht et al., 2001; Sipila et al., 1996）

と有意な改善がみられなかったという報告（Brown et al., 1991; Buchner et al., 1997; 

Earles et al., 2001; Greendale et al., 2000; Judge et al., 1994）が散見しており，一致した

見解が得られていない．この理由の１つに，対象者の介入前の身体活動量が考慮さ

れていないことが考えられる．高齢者のトレーナビリティを考慮すると，日常的な

身体活動量が，少ない状態にあたる高齢者（身体活動指標を充たさない高齢者）を

対象に，日常生活動作制限のリスク減少に効果的な身体活動量を提供することで，

高齢者の日常生活動作の向上が見込まれると考えられる． 

そこで，研究課題 3では，日常生活動作の向上に対する身体活動指標充足

の有用性を検討することを目的とした． 
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第 2節 方法 

（1）対象者 

対象者は，要支援・要介護の非認定者で，2012-2013 年に筑波大学で開催

した運動教室に参加した65歳以上の地域在住高齢者58名とした．対象者の募集は，

新聞の折込みチラシを通しておこなった．すべての対象者に，測定データ使用に関

する説明を個別に口頭でおこない，研究の目的や体力測定および質問紙調査内容を

説明した上で，随時，測定を拒否できることを確認し，書面にてデータ使用の同意

を得た．対象者のうち，1）運動教室を途中で辞退した者 4名，2）教室の前後で加

速度計データの分析条件（後述記載）を満たさなかった者 10名，3）体力測定に欠

損があった者 3名，4）課題 2で示された身体活動指標を充たしていた者 17名を除

外し，最終的に 25名を分析の対象とした．本研究は，筑波大学大学院人間総合科学

研究科研究倫理委員会の承認を受けた（体 23-42）． 

 

（2）教室内容 

 すべての対象者は，3 ヵ月にわたる運動実践教室に参加した．教室は週 1

回，1回 120分であり，20分の健康講話の後，15分の準備運動，30-50分の主運動，

15-20 分の整理運動で構成された．主運動は，筑波大学構内でウォーキングを実践

した．運動強度は，年齢で予測した最大心拍数の 65-80%，もしくは Borg scaleによ

る自覚的運動強度の 12-14 あたり（ややきつい）を目安とした．主運動の時間は，
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関節痛に留意し，教室初期は 30分間程度とし，その後漸増的に 50分間まで増加さ

せた．また，在宅運動として，教室以外での期間中にウォーキングを週 3-5 回程度

実践するよう求めた．教室期間中の運動実践状況は，すべて運動日誌に記録するよ

う求めた． 

 

（2）測定項目および測定方法 

形態指標（身長，体重），身体活動量（歩数，中高強度身体活動時間），日

常生活動作 7項目（等尺性膝伸展筋力，5回椅子立ち上がり，30秒椅子立ち上がり，

timed up and go，開眼片足立ち，ステップテスト，6分間歩行）を測定し，既往歴・

関節痛・服薬の有無に関するインタビュー調査をおこなった．これらは，すべて，

第 3章「測定項目と測定方法」に示した方法により測定した． 

 

（3）統計解析 

各項目の統計値は，平均値±標準偏差または割合（%）で示した．教室前

後の各項目の変化は，対応のある t検定もしくはWilcoxonの符号付順位和検定を用

いて検討した．教室前後の日常生活動作項目の変化量と身体活動量の変化量の関連

には，Pearsonの積率相関係数または Spearmanの順位相関係数によって相関性を検

討した．すべての統計処理には統計解析ソフト IBM SPSS Statistics Version 21を用い，

統計的有意水準は 5%とした．   
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第 3節 結果 

（1）対象者の基本的特徴 

Table 7-1に，対象者の基本的特徴の統計値を示した． 

 

  

Table 7-1. Characteristics of the study population (n = 25).
Age, years 71.0 ± 4.6
Sex, men/women
Height, cm 155.6 ± 6.8
Weight, kg 56.0 ± 10.1
Body mass index, kg/m2 23.0 ± 3.2

8/17

Medication use, n (%)
Medical history, n (%)

Stroke
Hypertension
Diabetes 
Heart disease
Respiratory disease
Osteoporosis

Joint pain, n (%)
Low back pain
Hip pain
Knee pain 2 (8.0)

1 (4.0)

4 (16.0)
0 (0.0)

4 (16.0)
0 (0.0)
1 (4.0)

6 (24.0)

14 (56.0)

0 (0.0)

Physical activity
Step counts, steps/day 4735 ± 2108
Moderate-vigorous physical activity, min/day 8.0 ± 5.4
Wear time, min/day 883.4 ± 108.0

Data are presented as mean ± standard deviation.
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（2）運動教室前後における日常生活動作と身体活動量の変化 

 Table 7-2に教室前後における日常生活動作の変化量と身体活動量の統計値

を示した．日常生活動作は，開眼片足立ち以外の全ての項目で有意に向上し，身体

活動量も有意に増加した（P < 0.05）． 

 
 
 
  

Table 7-2. Change in performance of daily living and physical activty (n = 25).
P valuePre Post

Performance of daily living
Knee extension strength, kg 32.7 ± 9.1 35.9 ± 10.3 0.001†

Repeated chair stand (5 times), sec 6.8 ± 1.3 6.4 ± 1.4 0.019†

Repeated chair stand (30 sec), times 21 ± 5 23 ± 5 0.001‡

Single leg stance, sec 43.0 ± 20.0 43.3 ± 20.2 0.717‡

Alternate steps, sec/8steps 4.6 ± 0.6 4.1 ± 0.5 < 0.001†

Timed up & go, sec 6.6 ± 1.0 5.8 ± 0.9 < 0.001†

6 min walk test, m 537.4 ± 70.0 592.7 ± 66.3 < 0.001†

Physical activity
Step counts, steps/day 4735 ± 2108 8017 ± 2344 < 0.001‡

Moderate-vigorous physical activity, min 8.0 ± 5.4 27.0 ± 15.1 < 0.001‡

Data are presented as mean ± standard deviation.
†: P value by paired t-test, ‡: P  value by Wilcoxon singed-rank test.
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（3）日常生活動作の変化量と身体活動量の変化量との関連 

Table 7-3に，各日常生活動作と身体活動量（1日あたりの歩数と中高強度

身体活動時間）の変化量との相関係数を示した．30秒椅子立ち上がりの変化量と中

高強度身体活動時間の変化量，6 分間歩行の変化量と歩数の変化量に，有意な相関

関係が認められたものの（ρ = 0.46, ρ = 0.55, P < 0.05），その他の項目とは有意な相

関関係は認められなかった． 

 
  

SC
Knee extension strength 0.32
Repeated chair stand (5 times) -0.03

Table 7-3. Correlation beteween change in performance of daily living and physical activty (n = 25)．

⊿ Performance of daily living ⊿ Physical activity
P value MVPA P value
0.122 0.34 0.099
0.901 -0.05 0.824

Table 7-3. Correlation beteween change in performance of daily living and physical activty (n = 25)．
⊿ Physical activity

Repeated chair stand (30 sec) 0.39
Single leg stance 0.08

0.053 0.55 0.004
0.694 0.07 0.731

Alternate steps 0.06
Timed up & go -0.27
6 min walk test 0.46
Data are presented as mean ± standard deviation.
SC: step counts, MVPA: moderate-vigorous physical activty.

0.773 0.12 0.580
0.191 -0.30 0.152
0.022 0.27 0.185

Data are presented as mean ± standard deviation.
SC: step counts, MVPA: moderate-vigorous physical activty.
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第 4節 考察 

研究課題 3では，身体活動指標を充たす身体活動量の増加が，日常生活動

作に及ぼす影響を検討した．その結果，教室開始前の平均歩数と中高強度身体活動

時間は，それぞれ約 4735 歩/日，8.0 分/日であったのに対し，教室後は，それぞれ

約 8017歩/日，27.0分/日まで有意に増加した．日常生活動作は，開眼片足立ち以外

の全ての項目で有意に改善した．また，介入前後における身体活動量の変化量は，

30秒椅子立ち上がりおよび 6分間歩行の変化量と有意な相関関係が認められた． 

身体活動量が，警戒域に属する者であっても，警戒域を超えて実践するこ

とで日常生活動作は有意に改善することが示された．特に，身体活動量の増加は，

30秒椅子立ち上がりや 6分間歩行といった下肢筋持久力や歩行持久力の向上に貢献

する可能性が示された．これは，ウォーキングを中心とした運動プログラムを提供

したことが要因と考えられる．ウォーキングは，参加者の活動レベルによって異な

るものの，1日あたり 30-50分，週 5日以上を目標に実践するよう促した．Koizumi 

et al.（2009）は，60-78歳の日本人高齢女性 68名を対象に，ライフコーダを活用し

た 12週間の行動変容プログラムを提供した．その結果，行動変容群は教室前と比較

して歩数は約 16%（7811歩/日→9046歩/日），中高強度身体活動時間は約 53%（17.8

分/週→27.2分/週）有意に増加し，歩行持久力の指標である 12分間歩行は，約 10%

（1090 m→1198 m）有意に向上した．本研究では，歩数は約 69%，中高強度身体活

動時間は約 238%有意に増加し，歩行持久力の指標である 6 分間歩行は，約 10%有
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意に向上している．先行研究と比較して，身体活動量の増加率は高いものの，歩行

持久力の向上率は，ほぼ同様であった．これは，教室開始時の身体活動量が大きく

異なることが要因として考えられる．身体活動量が警戒域に属する者では，警戒域

に属さない者と比較して，多くの身体活動の実践が必要である可能性が示された． 

最大等尺性膝伸展筋力や5回椅子立ち上がり，ステップテスト，timed up and 

goは，教室後に有意に改善したものの，身体活動量の増加と有意な関連を認めなか

った．これらの日常生活動作は，身体活動の実践開始に伴い向上するものの，その

向上率は，身体活動量の増加率に関連しないことを示している．等尺性膝伸展筋力

や 5回椅子立ち上がりなどのパフォーマンス測定は，短時間（虚弱な高齢者でも 20

秒未満）で発揮されるパフォーマンスであり，ウォーキングの様な 30-50 分間継続

する運動様式と若干異なる．また，歩行動作そのものに着目してみると，歩行中は，

支持脚を後方への蹴り出す局面に，下肢（大腿四頭筋や下腿二頭筋）の筋力が最も

発揮される．この局面では，股関節および膝関節はほぼ伸展されている．つまり，

ウォーキング中に筋力が発揮される局面の多くは，股関節および膝関節は伸展され

ており，屈曲時から伸展時にかけての局面はほとんどみられない．5 回椅子立ち上

がりや膝伸展筋力，ステップテストの変化量と身体活動量の変化量に有意な関連が

認められなかった結果は，筋力発揮時の関節可動閾値の違いという点から鑑みると

ある意味妥当な結果であると考えられる． 

静的平衡性の指標である開眼片足立ちは，教室前後で有意に改善しなかっ
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た．これは本研究で提供した運動プログラム（ウォーキング）に，静的平衡性を要

する運動が含まれていなかったことが大きな要因の１つとして考えられる．日常生

活動作の向上には，動作の特異性に留意して運動プログラムを提供する必要がある．

例えば，通常・最大歩行速度は，筋力運動によって有意に向上するという報告（Bean 

et al., 2004; Hakkinen et al., 2000; Henwood et al., 2005; Holviala et al., 2006; Judge et al., 

1993; Schlicht et al., 2001; Sipila et al., 1996）と有意に向上しないという報告（Brown et 

al., 1991; Buchner et al., 1997; Earles et al., 2001; Greendale et al., 2000; Judge et al., 1994）

が混在している．有意な向上がみられなかった要因は，運動強度の問題（強度が低

い・高い）ではなく，動作の特異性による問題であることが指摘されている

（Chodzko-Zajko et al., 2009）．したがって，ウォーキングだけでは，静的平衡性の有

意な向上は見込めない可能性があるため，ウォーキングにバランス運動（太極拳や

タンデムウォークなど）を含めることで，日常生活動作の総合的な向上が期待でき

ると考えられる． 
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第 5節 結語 

 身体活動指標を充たすことで，日常生活動作は有意に向上した．また，介

入前後における身体活動量の変化量は，30秒椅子立ち上がりおよび 6分間歩行の変

化量と有意な相関関係が認められたことから，身体活動量の増加率に応じて下肢筋

持久力や歩行持久力が向上する可能性が示された．ウォーキングだけでなく，動作

の特異性に応じた多様な運動プログラムを提供することで，日常生活動作の総合的

な向上が期待できると考えられる． 
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第 8章  

総括 

第 1節 研究の限界と今後の課題 

 各研究課題の結論を示す課程で，以下に示す 4つの研究の限界が示された．

本博士論文によって示された研究結果の位置づけを明確にし，今後の課題を以下に

示す．	
 

（1）標本抽出に伴う限界 

本研究の対象者は 5つの自治体および筑波大学で開催された測定会に参加

した住民であり，一般的な地域在住高齢者よりも身体活動量や日常生活動作が比較

的良好な集団であった可能性がある．そのため，本研究で得られた結果が，幅広い

地域やライフスタイルの異なる集団に適用されるとは言い切れない．要支援・要介

護の高齢者は対象としていないため，特に身体的な虚弱化が著しい集団に対して本

研究結果を適用することにも限界があろう．今後は，無作為化抽出によって大規模

に対象者を選定することが望ましい． 

（2）測定・評価に伴う限界 

 加速度計は，身体活動を客観的に定量化できる有用な計測器であるが，装

着時間外の身体活動を評価することができないため，1 日の身体活動を完全に網羅

できない．また，水中活動が評価されていないことに加え，測定期間内における天

候や季節の影響，傾斜地での歩行活動や自転車でのペダリング活動，上肢の活動，
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筋力トレーニングが考慮されていないため，1 日あたりの身体活動量を正確に測定

するにも限界を有する．本研究で使用した加速度計は，歩行時以外の動作は，過小

に測定するという欠点を有しているため，今後は上肢の活動や低強度の生活活動も

識別可能な 3 軸加速度計を用いて，高齢者の身体活動を評価することが望ましい

（Yamada et al., 2009）． 

（3）横断研究による限界 

本研究から示された身体活動指標は，横断的に検討されたため，身体活動

指標を充たすことで生活機能の低下を抑制できるとは限らない．今後は縦断的な研

究により，身体活動指標を検討することが望ましい．  

（4）交絡による限界 

本博士論文では，生活機能と身体活動量の関連性を検討する際，先行研究

と比較して多くの交絡要因で調整して関連性を検討したものの，すべての交絡要因

で調整しているわけではない．本博士論文は，体育科学およびスポーツ医学分野の

視点から，身体活動量の重要性を見出すことに注力しているが，高齢者の生活機能

は，日常的な身体活動量だけでなく，心理学的要因や社会学的要因など様々な要因

が複合的に作用することで低下する．したがって，生活機能の低下を抑制するため

には，体育学的発想に留まらず，栄養学・口腔学・精神衛生学・社会学などを含め

た学際的老年学の観点から，総合的な生活機能低下抑制策を練ることが望ましいと

考えられる． 
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第 2節 各課題の結論および総合討論 

 本研究の目的は，1）高齢者の生活機能と身体活動の「絶対強度」や「量」

そのものとの関連を明確にした上で，2）生活機能の保持に向けた身体活動指標を作

成し，3）身体活動指標としての有効性を検討することであった．先行研究を踏まえ，

研究目的の達成に必要な研究課題を以下の通り，設定した． 

研究課題 1. 生活機能の階層性と身体活動との関連． 

一軸加速度計を用いて身体活動の「絶対強度」と「量」を推量し，課題 1-1

として「高次生活機能と総身体活動量および強度別身体活動時間との関連」を，課

題 1-2 として「低次生活機能と強度別身体活動時間，座位行動時間との関連」をそ

れぞれ検討し，身体活動指標の作成に着目すべき身体活動のパターンを明らかにす

ること． 

研究課題 2. 身体活動指標の作成． 

課題 1の結果を踏まえ，（1）機能制限と身体活動量との関連を明らかにし，

（2）機能制限が反映される具体的な身体活動量の閾値を検討すること． 

研究課題 3. 身体活動指標の有効性に関する検討． 

身体活動指標を基準とした身体活動量の増加が，日常生活動作に及ぼす影

響について明らかにすること． 
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これら一連の検討をおこなった結果，以下に示す知見が得られた． 

研究課題 1 

 身体活動の「強度」や「量」そのものは，生活機能が低次に移行すると有

意な関連性を有することが示された．最も低次な概念である日常生活動作は，中高

強度身体活動と最もよく関連することが示されため，高齢期の生活機能の保持に向

けた身体活動指標は，総身体活動量だけでなく，中高強度身体活動にも着目して示

すことで指標としての有益性が高まると考えられる． 

研究課題 2 

 多い身体活動量は，日常生活動作制限の低い該当率と関連することが示さ

れた．日常生活動作制限が疑われる歩数と中高強度身体活動時間の閾値は，それぞ

れ 5773歩/日，15.3分/日であり，この閾値を下回ることで日常生活動作制限に該当

する者のオッズ比は約 1.8−3.7倍高くなることが示された．この閾値は，日常生活動

作制限の抑制に向けた目標値というよりは，日常生活の中で最低限実践することが

望ましい警戒域としての活用が期待される． 

研究課題 3 

 身体活動指標を充たすことで，日常生活動作は有意に改善する可能性が示

された．また，介入前後における身体活動量の変化量は，30秒椅子立ち上がりおよ

び 6分間歩行の変化量と有意な相関関係が認められたことから，身体活動量の増加

率に応じて下肢筋持久力や歩行持久力が向上すると考えられる． 
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総合討論	
 

 ここでは，本博士論文で示された身体活動指標と身体活動基準 2013で示さ

れている指標とを比較して（table 8），本指標の捉え方や研究結果の一般化可能性に

ついて議論する． 

 身体活動指標のアウトカムや研究対象者が異なるため，身体活動基準 2013

の指標と単純に比較するのは注意を要するものの，身体活動基準 2013で提案されて

いる指標との最も大きな相違点は，本博士論文で提案する身体活動指標は，①強度

に拘ることが重要であることと，②指標（閾値）そのものが低値であることである． 

身体活動基準 2013において，低強度身体活動時間（3 METs未満の活動）

を含めて指標を作成した背景には，高齢者は他の成人世代と比較して，体力が低く

全活動に占める中高強度身体活動時間の割合が低いことに配慮している．また，指

標を一般国民に広く浸透させることも指標の設置目標に含まれているため，可能な

限り国民のコンコーダンスの得られやすいメッセージとして発信している．指標の

理解度や身体活動の実践の容易さから鑑みると身体活動基準 2013 で提案された身

体活動指標の有用性は高いと考えられる．しかし，本研究課題 1の結果から示され

たように，生活機能の階層が低次に移行することで身体活動の「強度」そのものが

よく関連していたため，生活機能の低下が懸念される高齢者ほど身体活動の強度に

こだわることで指標としての有効性が高まると考えられる．一般国民に広く周知す

るという点においては，身体活動基準 2013を活用することが重要であるが，高齢者
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の生活機能の自立度を考えた場合，生活機能の低下が懸念される高齢者には日常生

活以上の活動強度を有する身体活動時間を定期的に確保するようなメッセージを発

信することも重要であると考えられる． 

Table 8. 身体活動基準 2013と本博士論文で示された身体活動指標の比較. 

 

 

身体活動基準 2013 で示された身体活動指標の閾値（強度に拘らず 1 日 40

分の身体活動の実践）と比較して，本博士論文で示された身体活動指標の閾値（歩

数: 5773歩，中高強度身体活動時間 15.3分/日）は，やや低値である．これは，身体

活動基準 2013は「生活機能の低下に関連する疾患の予防」を目的としているが，本

博士論文で示された身体活動指標は「生活機能の低下が疑われる者の身体活動量」

を示しているためであると考えられる．したがって，前者は目標値として活用可能

であるが，本研究から示された身体活動指標は，すでに日常生活動作の低下が進み，

それを実感として感じている高齢者の身体活動量を反映していると考えられるため，

目標値というよりは，警戒域として捉える方が妥当であると考えられる（figure 8）．

身体活動基準 2013と比較して，身体活動指標としてのメッセージ性は強いとは言及

できないものの，1）日本人高齢者を対象とし，比較的大規模な対象者数から身体活

��	��
2013� ������

�	�
�� $# (���.+��%� $# (�

�)'� !&�� ����

��� ������10 METs
�/,�01�40�1� "�25773" 
�/��*�#��-215.3�/� 



 
 

第 8章 
総括 

 159 

動指標を検討している点，2）高齢者の生活機能そのものに着目して指標を検討して

いる点，3）客観的な計測器である加速度計を用いて，明確な身体活動指標を提案し

た点で，学術的な意義を有するものと考えられる． 

 
Figure 8. 本博士論文の身体活動指標の位置づけ 
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第 3節 結語 

高齢期における身体活動の「量」や「強度」そのものは，生活機能の階層

が低次に移行することで有意に関連し，最も低次な概念である日常生活動作は，身

体活動の「強度」や「量」に依存することが示された．日常生活動作制限を反映す

る 1 日あたりの歩数と中高強度身体活動時間の閾値は，それぞれ 5773 歩/日，15.3

分/日であることが示された．この閾値を確実に超えて身体活動に従事することで，

日常生活動作の有意な向上が期待できることから，本研究で示された身体活動指標

を目安に日常生活での身体活動を維持していくことで，長期的な生活機能の保持に

つながると考えられる． 
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